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【地域ケア会議について】 
 ・介護保険法第１１５条の４８に規定されている会議 

 ・地域包括ケアシステムの実現のための有効なツールであり、個別事例の検討を通じて多職種協働による

ケアマネジメント支援等を行うとともに、地域づくり・施策反映等につなげる。 
 

開催主体 名  称 機 能 

地域包括支援センター 

個別支援のための地域ケア会議 
個別課題解決 
ネットワーク構築 
地域課題発見 
地域づくり・資源開発 

ふり返りのための地域ケア会議 

課題抽出のための地域ケア会議 

自立支援型ケアマネジメント検討会議 

区 各区地域ケア推進会議 地域づくり・資源開発 
施策反映 福祉局 大阪市地域ケア推進会議 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【地域ケア推進会議について】 
介護保険法に制度的に位置付けられた「地域ケア会議」のうち、行政が主催し、地域づくり・資源開発

や施策反映の目的・機能を持つものである。 

本市では、地域ケア会議等から見えてきた課題を政策形成につなげるために、各区において区の実情に

合わせて「区地域ケア推進会議」を開催し、地域課題の取り組むべきレベル（包括圏域・区・市）の検討

などを行うとともに、市レベルで取り組む課題については、市地域包括支援センター運営協議会と社会

福祉審議会高齢者福祉専門分科会を「大阪市地域ケア推進会議」と位置づけて、施策に反映する

仕組みを構築している。 

【報告３－資料①－１】 

地域ケア会議等から政策形成につなげる仕組み 
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地域包括支援センター

総合相談窓口（ブランチ）
区運営協議会 市運営協議会

社会福祉審議会
高齢者福祉専門分科会

R6年度
2月

3月

R7年度
4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

R8年度
4月

5月

6月

7月

※上記スケジュールは当初予定であり、各運営協議会等の開催日程により時期が前後する場合がある

「地域ケア会議等から見えてきた課題（市域）」の政策形成に係るサイクル（令和７年度版）

Ｒ６

年度 課題
（包括・区・市）圏域課題

＜とりまとめ＞

Ｒ６年度 課題
（包括・区・市）圏域課題

とりまとめ

＜報告・今後の取組＞

【地域ケア推進会議等】

第４回 区運協

Ｒ６年度 課題
（包括・区・市）圏域課題

とりまとめ

＜報告・承認等＞

第１回 市運協

Ｒ６年度 市圏域 課題

事務局から、各局担当部

署へ取組状況（施策反映

状況）の照会

＜回答依頼・回答集約＞

Ｒ６年度 市圏域 課題

施策反映状況

＜審議・承認等＞

社福審 高齢分科会）

Ｒ６年度 市圏域 課題

施策反映状況

＜報告・承認等＞

第４回 市運協

第１回 区運協

フィードバック

（区担当者を通じて）

フィードバック

（区運協への参加を通じて）



〇 複合的な課題を持つ世帯等に関する課題（主な項目を抜粋）

課題解決に向けて取り組むべき市域の方向性（区運協報告）

〈複合的な課題を持つ世帯への支援に関する課題〉

・　つながる場の普及啓発および効果的な会議実施のため適切な助言者の確保等、区への支援をする。

・　カスタマーハラスメントに対して条例の制定や具体的な運用対策など行政・保険者として事業者へのバックアップ体制の構築。

〈権利擁護に関する課題〉

・　市長申立に関して区が申立事務や虐待対応をスムーズに行えるよう、事務的な業務については市としてのシステム化が必要。

・　成年後見人が決定するまでのケースの金銭管理を行う機関やあんしんさぽーと事業の対象者も含めた事業拡充が必要。

〈孤立する高齢者に関する課題〉

・　必要時には関係機関が把握している情報を一本化して情報共有できる窓口の設置。

・　市全体として町会加入者だけでなく、未加入者にも地域の情報や相談窓口の情報が周知されるよう取り組む必要があると考える。

地域ケア会議から見えてきた地域課題（区運協報告） 課題解決に向けて取り組むべき包括圏域・区域の方向性（区運協報告）

〈複合的な課題を持つ世帯への支援に関する課題〉

・　認知症や精神疾患など複合的な課題を抱える世帯への支援が増加し

ており、他職種連携が必要である。

・　カスタマーハラスメントやペット等、課題が多様化している。

〈権利擁護に関する課題〉

・　介護者のこだわりや制度の理解不足、介護負担・介護ストレス、介護

者の抱え込み等による虐待のリスクがある。

・　あんしんさぽーと事業や成年後見人が選任されるまでの間、金銭管理

を担う機関や制度がない。

・　判断能力が低下してるが身寄りがないため金銭管理や介護保険サービ

スの契約行為等に支援が必要な高齢者がいる。

〈孤立する高齢者に関する課題〉

・　身寄りのない高齢者に支援が必要になっても情報が入りづらく発見の遅

れや、緊急時の連絡先が不明な場合が多く、包括的な支援が困難。

・　身寄りのない高齢者、近親者がいない高齢者が社会とつながる場が乏

しい。

包

括

圏

域

〈複合的な課題を持つ世帯への支援に関する課題〉

・　区役所や障がい者基幹相談支援センター等と連携し、つながる場等の会議を積極的に活用し横断的な支援に向けて取り組む。

・　自立支援協議会と協働し、事例検討会を実施し、対応力向上を図る。

・　障がいの特性や障がいの制度についての研修を行う。

・　ペットを飼育している高齢者に対し、必要に応じて「ペットもしもの安心カード」を活用した啓発を行う。

〈権利擁護に関する課題〉

・　家族・親族を含めて、介護や生活サポートについて話し合うことやACPの啓発をする。

・　地域ケア会議で成年後見制度やあんしんさぽーとにつながるまでの金銭管理を役割分担。

・　定期的な地域ケア会議を実施し、チームで検討し、本人が意思形成をスムーズに行える環境をつくる。

・　成年後見制度等の制度についての理解を深めてもらえるよう住民向け講演会や相談会の機会を設けて啓発を行う。

〈孤立する高齢者に関する課題〉

・　支援が必要になった時に備えて、様々な制度やツールの利用促進・普及啓発を行う。

・　民生委員などの地域支援による緩やかな見守り継続の要請。

・　生活支援体制整備事業や地域と連携し、高齢者が集う場の活性化を図る。

区

域

〈複合課題を抱える世帯への支援に関する課題〉

・支援の質向上を目的としたケース検討会議の定期開催

・区役所・こころの健康センターで実施している精神保健福祉相談事業や研修について情報共有し連携を深める。

〈権利擁護に関する課題〉

・区民に対し、パンフレットや広報誌、区民講座等を活用し権利擁護にかかる周知・啓発を行う。

〈孤立する高齢者に関する課題〉

・様々な制度やツール、ACPの必要性についてあらゆる機会を捉えて発信していく。

市域における取組

圏域に

おける

取組

区域に

おける

取組
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〇 認知症に関する課題（主な項目を抜粋）

課題解決に向けて取り組むべき市域の方向性（区運協報告）

〈認知症支援に関する課題〉

・　認知症当事者による本人ミーティングやピアサポートが広がるように、機会の確保や市民に向けた周知啓発が必要。

・　認知症サポーター講座を担当できる講師を増やす。専門職への研修の充実。

〈認知症の理解不足〉

・　様々な世代に認知症の正しい知識を広めるため、企業への働きかけを行い従業員への啓発を進める。

・　認知症の周知啓発のために、認知症月間に市として大々的な取り組みを行うことで市民が認知症の事を考える機会が増えると考える。

・　若い世代にも認知症を理解してもらい、地域での見守りを意識してもらうため、小中学校、学校教育において認知症に関する啓発を行う。

地域ケア会議から見えてきた地域課題（区運協報告） 課題解決に向けて取り組むべき包括圏域・区域の方向性（区運協報告）

〈認知症支援に関する課題〉

・　認知症が進行し、さまざまな課題が生じるまで相談や支援につながらな

い。

・　集合住宅が多く、単身世帯、高齢者世帯が多い。社会とのつながりが

ない、親族等の協力者がいないため孤立し、早期発見が難しい。

・　認知症当事者や家族が参加できる居場所の把握や周知が十分では

ない。

・　複合的な課題を抱える世帯への支援が増加しており、他職種連携が

必要である。

・　家族と疎遠であったり、キーパーソンがいない高齢者も多く、地域住民

等が認知症に気づいていても相談窓口に繋がるまで時間がかかる。

〈認知症への理解不足〉

・　認知症に関する正しい知識を広め、認知症の人が、できる限りこれまで

の地域生活を継続できる環境づくりが必要である。

・　地域住民や家族、本人に認知症への理解が不足しているため、対応

方法が分からない。

・　元気なうちからさまざまな備えについて意識を持ってもらえるような取組み

が必要である。

・　各世代が認知症を「我が事」として捉える必要がある。そのため若い世

代から高齢の世代まで全世代への認知症予防の知識の啓発と認知症予

防への取組みが必要になる。

包

括

圏

域

〈認知症支援に関する課題〉

・　認知症ケアパスを活用するなどして、軽度認知障がいの時点で医療や介護の相談に繋がるよう、研修会等を通じて地域へ発信を行う。

・　現在の社会資源を把握共有し、地域特性を考慮しながら不足している社会資源や活動を確認する。

・　ケアマネジャーと医療の連携を促進するため、個別ケースを通した後方支援を行う。

〈認知症の理解不足〉

・　認知症介護家族の会などの場への参加が難しい方について、会場に必ず足を運ばなくても参加できるような場を構築。

・　認知症の人への「声かけ」をどうするか、芝居やグループワークを交えながらワークショップを行い、認知症への理解を深める。

区

域

〈認知症支援に関する課題〉

・　早期発見、早期介入につながるよう、相談先としてオレンジチームの周知・啓発を図る。

・　認知症の人が集える場の創設。ちーむオレンジの立ち上げの勧奨、後方支援。

・　パンフレットや区のホームページ、区民まつり等の機会を利用し認知症に関する相談支援機関や知識の普及啓発を幅広く行う。

・　認知症初期集中支援推進事業関係者会議や地域ケア会議等にて認知症に関する課題の共有や協働した取組みについて検討する。

〈認知症への理解不足〉

・　認知症サポーター養成講座受講者へのステップアップ研修やちーむオレンジ、オレンジパートナー企業の普及啓発。

・　専門職と地域住民の交流の場づくり。

・　地域や区役所や図書館など公共の場所での周知啓発活動。

市域における取組

圏域に

おける

取組

区域に

おける

取組
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〇 自立支援・重度化防止に関する課題（主な項目を抜粋）

課題解決に向けて取り組むべき市域の方向性（区運協報告）

〈自立支援・重度化防止支援に関する課題〉

・　地域活動に参加しやすくなるよう、交通・移動手段の整備。

・　リハビリテーション専門職の同行訪問および１年後モニタリング時の同行訪問実施。

・　フレイル予防をより効果的に若年層への啓発が必要。

〈専門職のスキルアップ、人材確保に関する課題〉

・　市域としての事例収集・分析・共有できる体制構築

・　潜在的なケアマネジャー資格保有者や、介護職保有者の発掘や就業支援。

地域ケア会議から見えてきた地域課題（区運協報告） 課題解決に向けて取り組むべき包括圏域・区域の方向性（区運協報告）

〈自立支援・重度化防止支援に関する課題〉

・　地域活動への参加に躊躇する高齢者（特に男性）への支援が少な

い。

・　転居、性別、自宅からの距離等の理由により既存の集いの場に参加し

にくい人がいる。

・　住民、専門職ともに重度化防止、自立に向けたモチベーションが希薄で

ある。

〈専門職のスキルアップ、人材確保に関する課題〉

・　専門職間における知識・情報・連携体制の強化およびスキルアップ・意

識改革が必要。

・　ケアマネジャーやヘルパーの数が足りず、要望やニーズに見合ったサービス

をすぐに埋めることが難しい。

包

括

圏

域

〈自立支援・重度化防止支援に関する課題〉

・　介護予防ポイント事業やシルバー人材センター、有償ボランティア等の活動につなぐ。

・　個別支援から見えてきた、地域で必要とされる居場所やつながりづくりについて、生活支援体制整備事業と連携して取り組む。

・　ケアマネジャーを対象にケアプラン作成についての研修会開催

・　自立支援ケアマネジメントにおいてリハビリ専門職の同行訪問を継続する。

〈専門職のスキルアップ、人材確保に関する課題〉

・　他機関・多職種に向けての研修や事例検討の実施、情報交換の機会の設定。

・　ケアプランセンターの空き情報の収集、包括支援センター内で情報共有をタイムリーに行う。

区

域

〈自立支援、重度化防止支援に関する課題〉

・　区内の地域資源の情報共有及び発信

・　医療職と介護・福祉の専門職がより効果的に連携できるよう、事業を通じ関わる機会を生み出す。

〈専門職のスキルアップ、人材確保に関する課題〉

・　支援の質向上を目的としたケース検討会議の定期開催

・　介護予防ポイント事業によるボランティアや有償ボランティアを増やすための周知、啓発。

市域における取組

圏域に

おける

取組

区域に

おける

取組
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令和６年度　各区地域包括支援センター運営協議会（第４回）地域ケア会議等から見えてきた課題について

区
N

o
地域ケア会議から見えてきた課題 区運協委員からの主な意見

取り組む

べき単位

課題解決に向けて取り組むべき方向性（内容）

（※市域課題の場合は、「必要と判断した理由」を記載）

包括圏域

・地域事業の参加や地域の支援者との顔の見える関係作りにより、必要な高

齢者へ早期介入できるようにする。

・マンションアプローチによる管理人等との関係構築、早期発見・早期介入でき

るためのネットワークの構築。

・終活セミナー等を開催し、成年後見制度の周知啓発を行う。

・区役所やケアマネジャー、オレンジチームなどと連携して、成年後見申立などの

権利擁護支援を図る。

区域

・包括や関係機関との連携や情報共有。

・広報や区役所ロビーサイネージ等による、認知症や成年後見制度、高齢者

虐待防止に関する普及啓発。

・高齢者の権利侵害があれば、包括や関係機関との連携により、早期に成年

後見制度へつなげる。

・認知症サポーター養成講座受講者へのステップアップ研修や、オレンジパート

ナーの普及啓発。

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

・成年後見制度申立までに時間がかかることで、本人の不利益や金銭管理支

援をしている人の負担が大きい。

・認知症当事者による本人ミーティングやピアサポートの場がない。

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

・市長申立に関して区が申立事務や虐待対応をスムーズに行えるよう、親族調

査や登記されていない証明の請求等事務的な業務については、市としてのシス

テム化が必要。

・認知症当事者による本人ミーティングやピアサポートが広がるように、機会の確

保や市民に向けた周知啓発が必要。

包括圏域

・障がい者支援事業所と連携して研修会等を開催することで、顔の見える関係

性を構築。

・民生委員、地域福祉コーディネーター、障がい者支援事業所、区役所等との

日頃からの関係作り、連携。

・総合的な相談支援体制の充実事業（つながる場）の活用。

区域

・区役所内の関係部署との連携・情報共有。

・総合的な相談支援体制の充実事業（つながる場）の周知・活用促進。

・広く区民に対し、認知症や高齢者の相談機関、虐待防止に向けた周知啓発

を行う。

包括圏域

・地域住民に向けた介護予防教室の開催、自立支援・介護予防についての普

及啓発。

・生活支援コーディネーターと情報共有し、地域の社会資源を住民やケアマネ

ジャーなどへ情報提供する。

・自立支援型ケアマネジメント検討会議を通して、ケアマネジャーと多職種が連

携や情報共有を行うことで、高齢者の健康面からの自立支援を促す。

区域

・介護予防に関する普及啓発。

・在宅医療・介護連携推進会議の多職種連携ワーキングや研修会等での顔

つなぎや連携。

・生活支援コーディネーターとの情報共有、連携。

・ちーむオレンジサポーターの立ち上げ支援を行い、活動参加支援の担い手を

増やす。

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

活動の場までの移動手段の不足や、参加への心理的ハードルの高さにより、参

加できない。

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

・地域活動に参加しやすくなるよう、交通・移動手段の整備。

北

区

市域

1

【認知症・成年後見制度に関する課

題】

・認知症で介入が必要であるが、自身

の状況が理解できないため拒否が強く、

悪化するまで介入できない。

・家族に理解がないことや、家族間での

方向性が違うことで、適切な支援ができ

ない。

・金銭管理等できなくなり、成年後見制

度の利用が必要であるが、拒否や費用

面から申立ができない。

・成年後見制度申立までに時間がかか

ることで、本人の不利益や金銭管理支

援をしている人の負担が大きい。

・認知症当事者によるピアサポートや本

人ミーティングの場がない。

・若い世代では認知症の理解が十

分でないこともあるため、広く知って

もらえるような周知はよいアイデアで

ある。

・介護拒否も多いが、サービスを使

わなければケアマネジャーとしては給

付管理が出来ず、継続支援が難

しくもどかしい。

・百歳体操などで、認知症の周知

の一端を担いたい。

・認知症が増える中、成年後見人

の担い手が十分いるのかどうか心

配している。

2

【複合課題を抱える世帯への支援】

・認知症だけでなく、家族の精神疾患や

持病、生活困窮など複合課題を抱えて

いる家庭が多い。

・障がいがある家族の拒否により、支援

に入れない。

・障がい者支援事業所との連携不足。

・認知症の母と同居している精神

疾患の子が住基を他市に置いたま

まで支援に苦慮するケースがあっ

た。住基がなくても大阪市でも支

援できるようにしてほしい。

3

【自立支援型ケアマネジメント検討会議

からの課題】

・サービスを利用しなければ、身体機能

の低下を招く恐れがあるため、介護保

険からの卒業ができない。

・運動面のみならず、栄養面や服薬面

などの指導の必要性があり、多職種の

かかわりや連携が必要である。

・地域活動への参加が重要であるが、

活動の場までの移動手段の不足や、参

加への心理的ハードルの高さにより、参

加できない。

・在宅医療介護連携相談支援室

としても、多職種連携で支援した

い。

・百歳体操などの場所まで出て来

られない人へ、地域の小中学校等

へボランティアの協力依頼するのは

いい案であり協力したい。

市域

北

区

北

区

【報告3－資料①－4】
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区
N

o
地域ケア会議から見えてきた課題 区運協委員からの主な意見

取り組む

べき単位

課題解決に向けて取り組むべき方向性（内容）

（※市域課題の場合は、「必要と判断した理由」を記載）

包括圏域

・以前はサロン等を活発にしていた地域もコロナ以降開催が出来ていない地域

があり、再開に向けて働きかけていく。

・支援が必要になった時に備えて、様々な制度やツール（緊急通報システム、

成年後見制度、もしもの時に伝えるシート、エンディングノート等）の利用促

進・普及啓発を行う。

区域

・成年後見制度の利用促進、普及啓発。

・元気なうちからもしもの時に備えて、様々な制度やツール、ACP（アドバンス・

ケア・プランニング／人生会議）の必要性について、あらゆる機会を捉えて発信

していく。

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

・近隣関係が希薄なマンション等でも、身寄りのない高齢者が増加しているが支

援が必要になっても情報が入りづらく異変時の発見の遅れや、親族や緊急連

絡先が不明な場合が多い。

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

・個人情報の保護の観点もあるが、近隣関係が希薄となっている状況では必要

時には、それぞれの関係機関が把握している情報を一本化して情報提供がで

きる窓口があればよい。

・高齢者に対して終活についてあらかじめ考え、準備してもらえるような啓発を行

うことが今後重要となる。

包括圏域

・オレンジチームが認知症介護者家族の会を実施しているが、若い世代の参加

が難しい状況にある。会場に必ず足を運ばなくても参加できるような場の構築が

必要。

・認知症に関する知識の普及啓発活動。

区域

・パンフレットや区のホームページ、区民まつり等の機会を利用し認知症に関する

相談機関や知識の普及啓発を幅広く行う。

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

・認知症の家族はストレスが大きく受容が難しい傾向にある。

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

認知症についての知識を広めるためには、様々な世代への啓発が有効と考えら

れる。そのため、企業への働きかけを行い、従業員への啓発を進めることが今後

重要である。

包括圏域

・対応困難事例等は積極的に地域ケア会議やつながる場を活用し、支援者間

の関係を構築していく。

・地域のコミュニティが希薄になってきいることも異変に気づきにくい要因となってい

る。地域のコミュニティが醸成するような取り組みが必要である。日頃から関係機

関や地域支援者、インフォーマルサービス等との関係づくりを続ける。

区域

・対応困難事例の共有と後方支援の強化により、ケアマネジャーの孤立を

防ぐ。

・関係機関との調整や連携強化。

都

島

区

市域

市域

1

不安を抱える高齢者からの相談が増加

している一方で相談窓口は知っているが

相談を避ける高齢者もおり、理由は

「もっと大変な人がいる。」や「問題を人

に知られるのが恥ずかしい。」等様々な

葛藤が考えられる。

また、近隣関係が希薄なマンション等で

も、身寄りのない高齢者が増加している

が支援が必要になっても情報が入りづら

く異変時の発見の遅れや、親族や緊急

連絡先が不明な場合も多く、包括的な

支援が困難な状況にある。

・高齢者自身が支援が必要だとの

自覚がないケースが増えているが

「もしもの時に伝えるシート」やエン

ディングノートの活用や啓発が必

要。

・日頃から顔の見える関係づくりが

大切。

・マンション等で近隣関係が希薄な

高齢者へは、見守り名簿への登録

の促しや、緊急連絡先等を把握で

きるような新たな仕組みがあるとよ

い。

2

認知症の当事者やその家族を支援する

中で、一番身近な家族のストレスが大

きく、認知症への理解や受容が難しいた

め、介護者が不適切な対応をしてしまう

こともある。

・認知症の介護の場合、男性の方

がストレスを感じやすい傾向にある

が、男性自身介護教室に参加す

るには仕事があり、休みづらいとの

声もきく。また教室を勧奨しても反

応が薄い傾向にある。男性が関心

のある講座に併設して開催する等

工夫が必要である。

・認知症と診断を受けるのが怖いと

の思いから医療機関へ行くことをた

めらう当事者や家族がいる。

3

認知症や精神疾患があっても医療につ

ながっていない等、複数の課題を抱えた

世帯が増えているが、困りごとを自覚し

ておらず介入を拒否することがある。周

囲との関わりが乏しいため異変が重度に

なるまで気づきにくい状況となる。

高齢者が地域で生活を続け、地域支

援者や専門職が疲弊しないよう、地域

支援者と関係機関の連携が重要であ

る。

・困りごとの自覚がないからといって

支援が不要ではない。専門機関や

支援者が今後の見守りをどのよう

な形で実施していくか情報の共有

をすることが重要である。

・家族や身寄りがいない高齢者の

場合ケアマネジャーにシャドーワーク

が集中している。他に代替職がな

いか都市部の成功事例等を取り

入れてみるのはどうか。

都

島

区

都

島

区
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区
N

o
地域ケア会議から見えてきた課題 区運協委員からの主な意見

取り組む

べき単位

課題解決に向けて取り組むべき方向性（内容）

（※市域課題の場合は、「必要と判断した理由」を記載）

包括圏域

・高齢者向けの食事や栄養に関する講座を実施しているが、今後も健康の維

持・増進のためにも「食の大切さ」について啓発を引き続き行う。

・フレイル予防の取り組みは現地参加型の形式だけにとらわれず、アプリ

（SNS）の活用や「身近な場所での散歩コース」など色々と高齢者が選択で

きるメニューを提案する。

区域

・介護予防に関する普及啓発を行う。

・身近な地域の集いの場の拡充に向け生活支援体制整備事業の協議体への

参画や後方支援を行う。

・高齢者がアプリ等の活用ができるようスマートフォン等の利用促進に向けた取り

組み強化を行う。

包括圏域

・管理人や管理組合に引き続き顔の見える関係構築のためのアプローチを行

い、マンションでの出張相談会を継続実施する。

・包括やブランチを知ってもらう取組みとして、相談窓口の周知として発行する

「包括だより」の効果的な周知先を検討する。

・町会や民生委員が行う見守り活動に同行し、地域で把握している高齢者等

への友愛訪問を行い周知活動を行うとともに、支援が必要な高齢者の早期発

見・早期支援につなげる。

区域

・働きかけを効果的に進めるために、地域包括支援センター等の認知度向上を

図るとともに、情報発信等も含めて地道な取組みの継続実施。

・出張相談会を含む地域包括支援センターやブランチの活動内容の周知・広

報活動。

包括圏域

・権利擁護の視点を踏まえ、成年後見制度の活用ができるよう、色々な相談

機関に相談できる体制を作る。

・8050世帯等に対して、障がい者基幹相談支援センターやつながる場などと連

携できるようにネットワークの構築を図り、日頃より顔の見える関係づくりを行う。

・地域住民や地域活動者と顔の見える関係づくりや地域での穏やかな見守りや

声かけ活動につなげるため、地域担当者が地域行事等へのアウトリーチを継続

して行う。

区域

・事例検討会や総合的な支援調整の場（つながる場）との連携。

・総合的な相談支援体制づくりのための関係部署や多職種機関との連携強

化。

・地域住民や地域活動者等との顔の見える関係づくりの構築。

包括圏域

・新しい認知症観についての周知・広報活動を実施する。特に、幅広い年齢層

に周知できるよう、コミュニティセンターや各種教室等利用の元気高齢者への周

知・広報啓発を実施する。

・認知症の早期発見・早期対応につながるよう、関係機関と連携し、ネットワー

クの構築を図る。

・友愛訪問を地域に精通した地域活動者等と連携して実施し、高齢者の把

握・支援へつなげていく。

区域

・新しい認知症観についての周知・啓発。

・広報等を活用した認知症の相談窓口の周知・啓発。

・認知症の人と共に、その家族が社会参加の機会を得る事ができるよう、居場

所作りの後方支援。

福

島

区

4

高齢者の介護予防では、運動や栄養

不足、医療に関する情報不足が課題と

なっている。高齢者は食事や薬の管理

がうまくできず、肥満や栄養不足、病状

の悪化を招くことがある。また、活動量を

増やすための社会資源が不足しており、

フレイル予防のためには、身近な場所で

セルフケアにつながる地域の集いの場が

必要である。

・介護予防に関する周知活動を

行っているが「そんなん知らんかっ

た」との声も多く聞く。全戸配布が

ある程度の効果的な周知方法で

はあるが、今後必要な方に対し

「届く周知」をどうするのかが課題で

ある。

・本人がフレイル予防のために選択

できるメニューは色々とあった方がよ

い。参加型だけではなく、アプリの活

用等一人でもできる方法について

の発信も必要となる。

1

・地域や近隣住民とのつながりが希薄な

マンション居住高齢者へのつながりづくり

や見守り体制づくりに向けた支援が必

要である。

特に、福島区では約８割がマンション居

住者であり、後期高齢者人口も増加

傾向にある。

マンションでは、住民同士の関係が希薄

であり、支援が必要な高齢者の把握や

関わりが困難である。

・特に意見や感想等は出なかっ

た。

2

・生活のしづらさを抱えた世帯への支援

等、生活課題が多岐に渡っている。

認知症が進行し、ひとり暮らし高齢者で

成年後見制度が必要と思われる事案

や8050問題等、状態が悪化するまで

表面化せず、課題が複雑化している事

案が増加している。

・特に意見や感想等は出なかっ

た。

3

認知症に関する正しい知識を広め、認

知症の人ができる限り、これまでの地域

生活を継続できる環境づくりが必要であ

る。

・特に意見や感想等は出なかっ

た。

都

島

区

福

島

区

福

島

区
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区
N

o
地域ケア会議から見えてきた課題 区運協委員からの主な意見

取り組む

べき単位

課題解決に向けて取り組むべき方向性（内容）

（※市域課題の場合は、「必要と判断した理由」を記載）

包括圏域

・住民や専門職に向けて介護・フレイル予防、生活習慣病予防のための講座の

継続開催・意識づくりのための啓発。

・自立支援ケアマネジメントについての普及啓発・必要時リハビリ専門職同行訪

問の継続。

・生活支援コーディネーターの協力を得て地域住民や専門職への周知啓発を

的確に行う。

・生活支援コーディネーターとともに社会資源の開発・顕在化を図る等の連携。

・利用者、ケアマネージャー及び介護支援専門員、地域資源を仲介するコー

ディネート機能の検討。

・ケアマネジャー及び介護支援専門を対象にケアプラン作成についての研修会

実施。

区域

・「具体的な予後予測」「適切な目標設定」をテーマとした研修会・勉強会の実

施。

・生活支援コーディネーター、ブランチ、区包括と協働で地域資源に関する検討

を行う。

・区内の地域資源の情報共有および公開。

・多様な主体との資源開発。

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

・本人の健康管理やセルフケア等予防や重度化防止に対する意識変容。

・「自助・互助」の基盤が弱く、住民、専門職ともに自立にへ向けたモチベーショ

ンが希薄。

・地域資源をケアプランへ位置づける負担の大きさ、また集いの場等へ参加を希

望しても交通手段がない、公共交通機関が不便。

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

・リハビリテーション専門職の同行訪問の継続実施、及び１年後モニタリング時

の同行訪問実施。

　会議内容を適切に本人に伝え、健康管理及びセルフケアに取り組むための意

識づけるため、また１年後のモニタリング時に身体や生活状況等の確認を行

い、介護予防の取組みが継続できるよう助言を行うため。

・介護保険制度に関する広範かつ継続的な周知・啓発、要介護度の低下へ

の加算等、インセンティブの導入、短期集中支援制度の導入。

　介護保険制度の主旨について地域に正しい知識が浸透しておらず、「要介護

度の低下」「サービスの卒業に対するインセンティブがない。また短期集中型サー

ビスの様なリハビリ効果を実感しやすいサービスがなく、チェックリスト対象者など

「事業対象者」による早期介入早期卒業のための総合事業の利用ができない

ため。

・事故・トラブル解決システムの整備、移動支援のための公共交通機関の充実

等インフラ整備、運営費補助等の後方支援。

　地域資源活用時の事故・トラブルに対応する制度や地域資源へのアクセシビ

リティの向上、地域資源の提供者への支援の必要性があるため。

市域

此

花

区

1

・本人の健康管理やセルフケア等予防

や重度化防止に対する意識変容。

・「自助・互助」の基盤が弱く、住民、専

門職ともに自立にへ向けたモチベーショ

ンが希薄。

・集いの場等の社会資源の不足及び支

援者への周知不足や、地域資源をケア

プランへ位置づける負担の大きさ、また、

集いの場等へ参加を希望しても交通手

段がない、公共交通機関が不便。

・自立に向けてケアマネジャーやサービス

事業所の意識・アセスメント力を高める

こと。

・リハビリテーションを進め運動能力

を高めるために送迎付きや訪問で

のリハビリテーションの利用が必要。

・地域資源についてケアマネー

ジャーからの相談対応が必要。

9



区
N

o
地域ケア会議から見えてきた課題 区運協委員からの主な意見

取り組む

べき単位

課題解決に向けて取り組むべき方向性（内容）

（※市域課題の場合は、「必要と判断した理由」を記載）

包括圏域

・相談機関との顔の見える関係づくり。

・関係機関の活動内容についての理解促進。

（勉強会開催、連携方法の検討）

・事例検討会や地域ケア会議、つながる場の開催。

・多機関・多職種に向けての研修や事例検討、情報交換の機会の設定。

・事務所内で対応困難ケースについてアンケート実施等知識・情報の共有。

区域

・関係各機関における定期報告会の開催。

・支援の質向上を目的としたケース検討会議の定期開催。

・失敗事例の共有等「しくじり事例の事例検討会」の開催。

・カンファレンス等の資料作成の簡素化。

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

・複合課題を抱える世帯への支援。

・専門職間における知識、連携体制の強化、及びスキルアップ・意識改革。

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

・つながる場の普及啓発、及び効果的な会議実施のために区を支援。

・情報共有促進のためのプラットフォームの構築。

　各機関によるプラットフォームの構築による互換性の欠如、利用料の高額化の

可能性

➡行政主導による課題の解消・円滑な情報共有の促進が可能。

・研修の企画・実施。

　各区域・圏域における各機関独自の企画による内容のばらつき・質の担保等

に対する弊害

➡行政主導の企画・実施による研修の質の担保・効果的な専門職のスキル

アップ。

・市域としての事例収集・分析・共有できる体制構築。

　各区域・圏域における各機関独自の事例収集・分析だけでは客観的な全体

像を捉えることが困難であり、効果的な改善策を導き出せない可能性。

➡地域特性はあるものの行政が全体を統括することで、より客観的な分析・市

域全体での質の向上に繋がる施策の立案の可能性の向上が期待でき、結

果、地域特性に合わせた課題対応の可能性の向上。

・地域ケア会議の運営支援。

　行政による運営の支援で、会議の円滑な進行の確保でき、結果、地域福祉

の向上への貢献。

此

花

区

2

・複合課題を抱える世帯への支援。

・地域及び専門機関との連携の強化。

・専門職間における知識・情報・連携

体制の強化及びスキルアップ・意識改

革。

・支援者間での連携が大事。

市域

10



区
N

o
地域ケア会議から見えてきた課題 区運協委員からの主な意見

取り組む

べき単位

課題解決に向けて取り組むべき方向性（内容）

（※市域課題の場合は、「必要と判断した理由」を記載）

包括圏域

・専門職と地域住民が顔見知りになれるような地域活動の実施。

・町内会でのイベントで民生委員等を巻き込んだ機会の推進。

・地域住民と相談職が相談機関外で出会う場・機会の創出。

区域

・イベントでの相談ブース等の設置 。

・専門職・地域住民向けの「受援力とは？」講座の開催。

・区域レベルでの専門職の交流できる研修・勉強会等の開催による顔の見える

関係づくりの促進。

・専門職と気軽に相談や情報交換できる場の創設。

・各機関の業務内容の理解 。

・相談場面のロールプレイ、SVの機会創出。

・地域との定期的情報交換会議の開催。

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

・受援力向上と相談支援体制の強化。

（専門職への不信感解消、ファーストコンタクトの改善による適切な対応）

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

・つながる場活用に対する利便性の向上。

　現時点でつながる場への繋ぎの利便性が悪くほとんど活用できていない。

・広報活動。

　相談支援体制の周知には市域全体への広報活動が不可欠であり、行政が

先導的に広報活動を行うことで、より多くの地域住民に情報を届けることができ

る。

・専門職の配置。

　行政レベルで専門職を適切に配置することによる地域福祉の向上

・地域住民への啓発。

　行政による継続的な啓発活動により市域全体の意識を高め、地域住民の受

援力が向上し、要援護者が適切なサポートを受けられる環境の創出に繋がる。

区域

・相談・情報提供：認知症相談フローチャート作成、相談機関の情報提供。

・相談しやすい雰囲気づくり。

・レスパイトケアの充実。

・ピアサポート：家族介護者の会開催。

・スキルアップ支援：家族向け研修・講座開催。

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

・家族介護の負担の大きさ。

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

・介護離職防止のための制度利用の講座開催。

　介護休業制度等の制度設計・周知は、企業・社会全体への働きかけが必

要。行政の役割が大きい。

・認知症家族への支援・相談場所の整備。

　相談場所の確保・運営には、財政支援、公的施設活用など、行政のサポー

トが不可欠。

包括圏域 ・関係機関の活動内容についての理解促進。

区域
・サービスの多様化：認知症カフェ開設促進。

・ICTの活用：VRを利用した認知症体験。

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

・認知症ケアサービスの質の向上と量の拡大。

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

・緊急時の医療と介護のスムーズな連携の強化。

　医療機関と介護事業所間の連携体制構築には、行政による調整や制度設

計が必要。

・インフォーマルサービスの拡充。

　ボランティアやNPOなどの活動を支援し、地域住民によるサービス提供促進に

は、行政による財政支援や人材育成が重要。

市域

市域

市域

3

・受援力向上と相談支援体制の強化。

（専門職への不信感解消、ファーストコ

ンタクトの改善による適切な対応）

4
・認知症高齢者への支援

（家族介護の負担の大きさ）

5

・認知症高齢者への支援。

（認知症ケアサービスの質の向上と量

の拡大）

・認知症カフェなどインフォーマル

サービスの施策も重要。

此

花

区

此

花

区

此

花

区
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区
N

o
地域ケア会議から見えてきた課題 区運協委員からの主な意見

取り組む

べき単位

課題解決に向けて取り組むべき方向性（内容）

（※市域課題の場合は、「必要と判断した理由」を記載）

区域

・人材確保・育成：認知症サポーター講座開催、講師増加。

・多職種連携：緊急時の医療と介護のスムーズな連携強化による、スムーズな

サービス提供体制構築。

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

・専門職の人材不足。

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

・認知症支援の人材不足の解消。

　専門職の育成には、教育機関との連携、資格取得支援、奨学金制度充実

など、行政による包括的な対策が必要。

・認知症サポーター講座を担当できる講師を増やす。

　講師の育成には、研修プログラム開発、質の高い研修提供体制づくりなど、行

政による支援が重要。

包括圏域
・認知症・認知症対応・予防についての普及啓発・研修会実施。

区域

【啓発活動】

・幅広い世代への認知症に関する正しい知識の伝達・子育て世代向け研修の

開催・学生や PTA への早期認知症教育。

・若年層（親が高齢者である年代）への学習機会提供・地域活動における

認知症講座の開催。

・サポーター養成講座の拡大、認知症タウンミーティングの開催・認知症当事者

によるイベント開催。

・広報誌への認知症関連記事の定期連載。

・企業への啓発・認知症月間・アルツハイマーデーのイベント開催・多様な職種

向けのサポーター講座開催。

・対話形式での地域講座・研修の増加・ゲーム等を用いた知識普及。

【地域での交流】

・当事者（若年性認知症含む）を交えた本人ミーティングの開催。

・専門職と地域住民の交流の場づくり。

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

・認知症への理解不足。

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

・認知症に関する情報を市民向けに発信。また行政が持つ媒体を包括が活用

し発信。

　広報誌など、行政が持つ広報媒体を活用することで、より多くの住民に情報を

届けることができる。

包括圏域
・相談機関との顔の見える関係づくり。

区域
・相談体制の充実：相談窓口の一元化と周知・認知症相談窓口の増。

・相談支援員の育成：専門職への研修充実。

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

・相談体制の不備。

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

・65 歳以上の人への認知症検査のシステム作り。(無償化やクーポンなど)

　認知症検査の費用助成や受診体制の整備は、行政による施策が不可欠。

・認知症相談窓口を増やす。

　相談窓口の設置や運営には、行政による財政支援や、人材配置などが重要

となる。

・専門職への研修の充実。

　専門職の研修には、行政が主体となって研修プログラムの開発や実施を行う

必要がある。

市域

市域

6
・認知症高齢者への支援

（専門職の人材不足）

7
・認知症高齢者への支援

（認知症への理解不足）

8
・認知症高齢者への支援

（相談体制の不備）

・区域については現状ある資源をど

う使ってアプローチするかの検討が

必要。現状ない制度についてはま

ずは市域でよいのでは。

市域

此

花

区

此

花

区

此

花

区
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区
N

o
地域ケア会議から見えてきた課題 区運協委員からの主な意見

取り組む

べき単位

課題解決に向けて取り組むべき方向性（内容）

（※市域課題の場合は、「必要と判断した理由」を記載）

包括圏域
・認知症・認知症対応・予防についての普及啓発・研修会実施。

区域

・啓発活動：早期受診の勧奨。

・相談体制の充実：認知症を疑った際の相談方法の周知。

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

・認知症の早期発見・診断。

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

・マイナンバー保険証の活用推進。

　マイナンバー保険証の活用による早期発見・診断促進には、システム整備や

個人情報保護の観点から、制度設計など行政主導の取り組みが必要となる。

包括圏域

・成年後見制度及びあんしんさぽーとなど権利擁護に関する制度の啓発と利用

促進支援。

区域

・情報提供の強化：認知症相談フローチャートの作成・相談機関の情報提

供・広報誌への認知症関連記事の定期連載、広報紙への相談窓口掲載。

・ICTの活用：YouTube等による研修のアーカイブ化。

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

・情報提供・広報。

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

・オンライン媒体を利用して市民向けに研修等知識情報を周知する。

　オンラインによる情報提供は、行政が主体となって区全体でシステムを構築し、

情報発信を行うことで、より多くの人に情報が届きやすくなる。

包括圏域

・オレンジチームとの連携。

区域

・連携体制の構築：相談機関や支援者の情報共有機会・場の設定、情報

共有ツールの作成。

・チームオレンジの強化。

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

・連携・ネットワーク。

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

・チームオレンジの強化。

　地域包括ケアシステムの構築には、行政が中心となって関係機関間の連携を

促進し、地域全体で認知症の人を支える体制を作る必要がある。

市域

市域

10
・認知症高齢者への支援

（情報提供・広報）

11
・認知症高齢者への支援

（連携・ネットワーク）

9
・認知症高齢者への支援

（認知症の早期発見・診断）

・区域については現状ある資源をど

う使ってアプローチするかの検討が

必要。現状ない制度についてはま

ずは市域でよいのでは。

市域

此

花

区

此

花

区

此

花

区
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区
N

o
地域ケア会議から見えてきた課題 区運協委員からの主な意見

取り組む

べき単位

課題解決に向けて取り組むべき方向性（内容）

（※市域課題の場合は、「必要と判断した理由」を記載）

包括圏域

・地域ケア会議にて後見人やあんしんさぽーとにつながるまでの金銭管理を役割

分担

・あんしんさぽーと、成年後見・任意後見制度等を民生委員や地域住民に周

知し制度を普及。

・早期発見のため訪問し情報共有する。

・施設紹介会社に地域ケア会議、無認可施設に関わる介護事業所に居宅連

絡会や介護事業者連絡会等への参加を呼び掛ける。

・本人が望んでいる場合もあるので施設に満足しているか関わりのある人が確認

する。

区域

・権利擁護について周知する。

・住宅セーフティーネット法による居住支援法人が実施する事業および大阪市

立住まい情報センターを周知する。

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

・成年後見制度の費用負担が課題となり利用につながりにくい。

・後見人やあんしんさぽーとにつながるまでの金銭管理が難しい。

・貧困ビジネス化している疑いがある無認可施設があるが介入が難しい。

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

成年後見制度の補助金制度や金銭管理を代行できる専門機関が必要と考

えるが、市域で検討することが適当と考えるため。無認可施設の指導について、

区域では個別事案としての対応しかできないため、市域で組織的対応を検討

する必要があると考るため。

包括圏域

・総合的につながれるように、つながる場の窓口周知啓発、研修の開催。

・障がいや介護の支援者間で学びあい、情報交換や相談しあえる機会づくり。

・各分野との交流の機会を増やし、支援に対する考え方など相互理解を深め

る。

・日常生活の中で目にする、手にすることができる情報発信、周知啓発ができ

る。

・動画配信やリーフレットの活用で病院や区役所等の待ち時間を活かしてもらえ

る仕組み作り。

・子世代、孫世代が知ることができる福祉教育や周知啓発活動。

・家族や親子が何を望み考えているのかなど話す（ACP）の機会づくり。

区域

・つながる場を活用する。

・こどもを含むあらゆる世代に対して介護保険制度と高齢者虐待をはじめとした

各種制度について周知する。

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

障がいと介護の制度には考え方にも差があり、利用者が事前に知る仕組みが

不十分でトラブルになり易い。

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

介護保険制度との違いについて利用者や支援者が知る機会が不十分なことか

ら確実に伝えて知ることができる仕組みづくりに市域で取り組む必要があると考

えるため。

中

央

区

1

【金銭管理と権利擁護】

・成年後見制度の費用負担が課題とな

り利用につながりにくい。

・後見人やあんしんさぽーとにつながるま

での金銭管理が難しい。

・貧困ビジネス化している疑いがある無

認可施設があるが介入が難しい。

・成年後見制度の診断書内容が

もう少し簡便なものになれば、医師

の診断書料も安くなると思うまた、

申立てに時間を要する仕組みの改

善も課題。

・地域の医療機関や薬局として

は、受診に来る高齢者の様子から

大事に至る前に早急に包括に繋ぐ

ことを目指していきたい。

2

【介護と介護保険制度について若年層

への周知】

・障がいと介護の制度には考え方にも差

があり、移行後にトラブルになり、ケアマ

ネジャー及び介護支援専門員が対応を

求められ易く負担が大きい。

・家族にとっては突然始まる介護であ

り、家庭内における介護や虐待などを知

る機会や余裕がない。

・障がいと介護が連携でき、切れ目

のないケアを提供できる体制づくり

が必要と感じる。

市域

市域

中

央

区
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区
N

o
地域ケア会議から見えてきた課題 区運協委員からの主な意見

取り組む

べき単位

課題解決に向けて取り組むべき方向性（内容）

（※市域課題の場合は、「必要と判断した理由」を記載）

包括圏域

・傾聴ボランティアにつなぐ、専門職による傾聴ボランティアのグループ化。

・地域の集いの場への声かけ、本人の参加が難しければ地域支援者の訪問対

応等も検討する。

・退職者には生きがいづくり、地域とのつながりをつくるため地域活動への参加を

呼びかける。

・介護予防ポイント事業やシルバー人材センター等の収益につながる活動につ

なぐ。

・災害時も考慮して動線確保等のリスクマネジメントを行う。

・若いうちに老後を考えた生活を意識してもらう。男性スタッフや参加者が複数

いるなど参加し易いコミュニティづくり。

・興味関心のある事や趣味活動（珈琲、釣り、○○ファンで野球観戦、利き

酒、ディスコなど）を一緒にできる機会づくり。

・取り組んだ成果など発表できる機会づくりや参加したことでもらえる終了証など

で達成感をもてる仕組みづくり。

・話すことが苦手でも犬とのふれあいなど関わり易い機会づくり。

・知らない場所に行く不安を解消できる活動の場の周知。

・オンラインで見学からつながり始めてハイブリッド参加が行えた後、オフ会的に食

事会などに参加し易くできる仕組みづくり。

・YouTube配信などが行える準備をして日常生活に必要なショップなどに紹介

できるリーフレットなど設置する。

・開催場所までの移動手段を考え、身近な場所で参加し易いようにマッチング

が行える。「提供したいマンパワーや場所」など、地域住民の思いを引き出す、聴

きだす働きかけを行い、資源の掘り起こし、マッチングができる仕組みづくり。

・転居のメリットも伝える。

・階段昇降を手伝ってくれる介護サービス事業所の情報を収集し、相談する。

区域
・活動の場を情報発信する。

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

・加齢によるADL低下により慣れたまちに住み続けることが困難になる。

・坂道や交通量が多い道路が外出を困難にさせている。

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

・階段昇降機の補助金制度拡大、介護ロボットの開発、ゲーム感覚で楽しみ

ながら運動のモチベーション向上につながるシステム開発、巡回バスの運行、市

域の情報を共有する仕組みづくりなど、区域では対応できない課題であるため。

3

【自立支援ケアマネジメント会議から見

えてきた課題】

・生活環境の変化により意欲が低下し

活動低下につながる。

・自宅に住み続けたいが加齢による

ADL低下により住宅環境とのミスマッチ

が生じ住み慣れたまちに住み続けること

が困難になる。

・地域活動の参加に躊躇する高齢者

（特に男性）への支援がない。

・坂道や交通量が多い道路が外出を困

難にさせている。

・これからの高齢者はスマホを使え

るようになるので、スマホを利用した

広報をできれば、費用対効果が見

込めるだろう。

・趣味活動をしたい高齢者はいる

が、元々あるクラブ活動は人間関

係ができていて新規加入者は難し

い現状がある。中央区包括の「ちょ

こっとお手伝い」を活用できたら。

市域

中

央

区
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区
N

o
地域ケア会議から見えてきた課題 区運協委員からの主な意見

取り組む

べき単位

課題解決に向けて取り組むべき方向性（内容）

（※市域課題の場合は、「必要と判断した理由」を記載）

包括圏域

【認知症に対する正しい知識を学び、知る機会などが必要。】

・偏見やネガティブなイメージも正しく理解することで不安解消につながる。

・コンビニやスーパー、行政や病院など身近な場所で情報発信する。

・福祉教育など子供の頃から学べる機会や世代間交流により自然に受け入れ

る。

・元気な間に仲間づくりや任意後見制度などを利用する効果を知ってもらう。

【当事者に寄り添い向き合う必要がある。】

・当事者の声を聴き、知る機会づくり。

・支援者のコミュニケーションなど対応力向上を図る機会づくり。

・行動や言動の真意(裏)を意識できる関係作り(信頼関係や生活歴の把握な

ど)

【住民に理解してもらい、地域につながる、関われる機会づくりが必要。】

・住民の方の声掛け、見守りのメリットや効果を知ってもらう。

・住民の方だけではなく、病院の職員にも認知症についての理解とつながることを

重要性を知ってもらう機会づくり。

・SNSで発信することで知ってもらい、コミュニティーやインフォーマルなどマッチング

できる仕組みづくり。

【興味関心のあるニーズを知り、参加したいと思える居場所づくりが必要。】

・チームオレンジと共に活動するなど当事者の思いやニーズを把握する。

・社会資源を活用した回想法(ディスコやお見合いパーティーなど)楽しめる機会

づくり。

区域

・認知症になっても住み慣れたまちで済み続けることができるよう、あらゆる世代

に対する認知症の啓発、認知症サポーター養成講座、認知症ステップアップ研

修開催の後方支援に取り組む。

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

単身の認知症高齢者を支援することが困難。

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

・大手コンビニやスーパーに対する協力要請については区域だけでは対応するこ

とは困難だと判断したため。

・市の認知症アプリを活用して、より具体的に相談や地域につながり易い仕組み

づくりをするなど区域では対応できない課題であるため。

包括圏域

・成年後見制度が必要となる前から、制度についての理解を深めてもらえるよ

う、住民向け講演会や相談会等の機会を設けて、啓発を進める。

・身近な地域等で成年後見制度の周知の場を設ける。

区域 ・人生会議の啓発を通じて、将来への備えへの意識を高める。

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

成年後見利用に時間を要するため、決定までの金銭管理が課題。

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

審判決定まで時間を要するが、その間の金銭管理を担える制度が必要。

包括圏域

・症状が進行し生活が立ち行かなくなる前の早期段階で、支援につながるよう、

地域や出張相談等での周知を図る。

・地域関係者の他、コンビニエンスストア、マンション管理人、ｸﾘﾆｯｸ、歯科、薬

局等の連携を図り、気になる方の早期発見につなげる

区域
・円滑な支援につながるための各部門の連携。

・時間外に対応できるしくみが必要。

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

休日・夜間等に身元が判明している高齢者を保護する受け皿がない。

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

緊急時（時間外）に対応できる窓口や緊急一時保護の要件緩和等公的な

仕組みが必要。

中

央

区

・早期発見早期治療が必要だが、

医師として受診を勧めても本人が

認知症と認めたがらない方も多い。

そのような高齢者をどのように支援

につなげていくかも課題。

市域

市域

1

【認知症高齢者等の権利擁護の課

題】

・金銭管理ができなくなり、生活が立ち

行かなくなり、成年後見制度の利用が

必要となる。

・成年後見利用に時間を要するため、

決定までの金銭管理が課題。

・状態が進行してからの介入となるケー

スでは、あんしんさぽーとの契約ができな

い。

・成年後見制度で後見人等が決

まるまでの期間の金銭管理等のサ

ポートをどうするのか。

・後見人等が決まったあと、地域で

の見守りや連携が必要ではない

か。

・審判決定までの期間、病院やケ

アマネジャー等が金銭管理ができる

仕組みを制度化できないか。

・要介護１に認定された方に、成

年後見制度の案内や周知をしたら

いいのではないか。

2

【孤立する高齢者の課題】

・ひとり暮らし、後期高齢者、認知症が

重なり、生活に支障をきたし、介入とな

るケースが多い。

・休日・夜間等に身元が判明している

高齢者を保護する受け皿がない。

・オートロックマンションが多く、地域とのつ

ながりが希薄であったり、孤立している。

・ひとり暮らしでキーパーソンがいない、家

族に認知症や精神疾患があるケース

等、支援困難となり長期化。

・親族の連絡が把握できない人も

おり、普段から地域の支援者と連

携が必要だと思う。

・人生最後をどう迎えるか、災害時

にどう支援するのか、感染症が発

生した時の支援はどうするかを地域

でどのように取り組むか考えることが

必要だと思う。

・緊急対応ができる窓口が必要で

施設に入れたらいいが、ほかにどの

ような対応ができるのか。

・区内は高齢化率が低いが、孤

立・孤独の対策に高齢者自身が

問題意識を持ってけるよう老人クラ

ブで取り組みたい。

市域

西

区

【区認知症施策推進会議から見えてき

た課題のまとめ】

・認知症と診断されても自覚がない

（認識できない）方に適切な意思決

定支援を行うことが困難。

・単身の認知症高齢者を支援すること

が困難。

4

西

区
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区
N

o
地域ケア会議から見えてきた課題 区運協委員からの主な意見

取り組む

べき単位

課題解決に向けて取り組むべき方向性（内容）

（※市域課題の場合は、「必要と判断した理由」を記載）

包括圏域

・ケアマネジャーを対象に栄養面を含めたアセスメントにつながるような仕組みを

検討。

・身近な場所での活動の場や福祉用具の活用に向けた周知啓発。

・介護予防、歩行分析のツールを活用した介護予防・転倒予防の講座の実

施。

区域

・要支援の認定を受けた高齢者に対しての介護予防の理念や取組み啓発。

包括圏域

・早期発見、早期対応につなげるため、地域の商店や金融機関等との関係づく

りを行い、包括ブランチと連携して窓口の周知活動と、聞き取りを実施する。

・地域の実情に応じた取り組みを検討できるように、地域診断を行う。

・多職種がお互いの役割を理解した上で役割分担して関われるように、事例検

討会の実施や、ケアカフェ等の顔の見える緩やかな関係づくりの場へ参加。

区域
区内相談窓口についての周知を行う。

事例検討をとおして関係者が顔のみえる関係を強化していくことを継続する。

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

【複合的な課題を抱える世帯への支援】

・8050世帯等で長らく社会的孤立がみられるケースは、複雑化してから相談機

関につながる。

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

平日昼間に就労している家族が相談しにくく、相談をしたくても敷居が高く感じ

ることもあることも原因であるため、ラインやメールで相談できるようにするなどの工

夫が必要である。

また、そもそも金銭管理の相談窓口やヤングケアラーの相談窓口を知らない人

が多い。小中学校などで周知する取り組みが必要である。

3

【自立支援ケアマネジメント】

・課題分析のための情報が少ない中

で、栄養面等を含めアセスメントが不十

分。

・自立支援に向けた介護保険の理念や

介護予防についての理解不足。

・ひとり暮らし高齢者の見守りのための

介護保険サービスの利用。

・ケアマネジャーは、栄養面が確認

できるようアセスメントしたり、前回

のモニタリングと違う視点をもつよう

に、体格の変化等も気にかけるよう

にしていると思う。

・訪問栄養指導も活用してもらえ

ればと思う。

4

【早期発見・早期支援につながるしく

み】

・認知症が進行し、さまざまな課題が生

じるまで相談や支援につながらない。

・認知症やその対応についての理解が

深まっていない。

・地域で支えるということを啓発して

いくことが大事。

・地域の配食サービスで気になる方

を見守りしたり、いろんなところで

キャッチできたらと思う。

・医師会、歯科医師会等と連携を

していければと思う。

5

【若年性認知症への理解の促進】

・症状が進行するまで相談や支援につ

ながらない。

・認知症について、高齢者のイメージが

あり若年での発症について、理解がすす

んでいない。

・相談窓口としての認知度が低い。

・家族がなかなか認められず、支援

が遅れるような場合があった。

・さまざまな相談機関と連携が必

要。

1

【複合的な課題を抱える世帯への支

援】

・8050世帯等で長らく社会的孤立が

みられるケースは、複雑化してから相談

機関につながる。

ワンルームが増え、地域のつながり

が減っている。

・市営住宅建て替え後、つながりが

消えてしまいがちである。

・8050問題や精神疾患のある家

族、ひきこもりでは金銭搾取が課

題となっている。

・市民に、家庭内の問題だけれども

相談してもよいということを知っても

らうことが大事。

・社会とつながりを拒む方へのアプ

ローチが必要。

・過去に関わった時に支援拒否で

あった家庭に、大事になってから再

度関わることがあった。過ぎたケース

についても、振り返る機会をもつこと

が大切。

・区社協が行っているようなコンビニ

やスーパーなどでの相談会を続けて

ほしい。

西

区

港

区

市域

区域

・早期発見、早期介入につながるよう、相談先としてオレンジチームの周知・啓

発を図る。

・日頃通っている医療機関（内科・歯科・整形外科等かかりつけ医等）との連

携を深める。

・身近な地域などで認知症理解を進める取組みの実施。（認知症の理解に関

する講座など）

・気になることを気軽に相談できる場（出張相談会）の開催・要支援の認定

を受けた高齢者に対しての介護予防の理念や取組み啓発。

西

区

西

区

区域

・住民向けの若年性認知症について周知啓発。

・現役世代へのアプローチにつながる薬局、歯科等の他、企業への周知。

（名刺サイズのカード・マグネットの配付等）

・オレンジパートナー企業等への若年性認知症の周知。
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区
N

o
地域ケア会議から見えてきた課題 区運協委員からの主な意見

取り組む

べき単位

課題解決に向けて取り組むべき方向性（内容）

（※市域課題の場合は、「必要と判断した理由」を記載）

包括圏域

・意思決定支援についての勉強会を、外部機関と協力して開催。

・職員が、意思決定支援のための外部研修会に参加。

・地域ケア個別会議において、本人が会議に出席していない場合も、会議開催

時点での本人の意向を検討する項目を、会議開始時に確認し、会議を実施

する。

・令和５年度に作成した、ＡＣＰとあんしんさぽーとの啓発チラシを用いた周知

活動の継続。（一部委託契約時に説明し、配布している）

・制度について勉強会や事例検討会。（包括スタッフ含む）

・金銭管理制度利用について抵抗があり、本人の意思形成をサポートするケー

スに関しては、定期的な地域ケア個別会議を実施。チームで検討し、本人が意

思形成をスムーズに行える環境をつくる。

・成年後見制度の啓発を地域向けに開催。

・地域向けに、消費者被害、特殊詐欺被害を防止するための勉強会を開催す

る。

・訪問時、大阪市消費者センター作成のステッカーを配布し、被害の防止を啓

発する。

区域

意思決定支援の勉強会、意見交換会の実施。

ACP、成年後見制度、あんしんさぽーとの周知。

あんしんさぽーとと情報交換を行う。

意思決定支援を行い、あんしんさぽーとや成年後見制度につなげる。

圏域内の被害発生情報を確認した場合、区専門職や関係機関に共有を行

う。

包括圏域

・認知症の人への「声かけ」をどうするか、芝居やグループワークを交えながらワー

クショップを行い、認知症への理解を深める。

・認知症サポーター養成講座を、今後も地域で開催する。

区域

・認知症への理解を深めていただけるよう地域や企業に向けた認知症サポー

ター養成講座の開催に取り組む。

・区民および専門職を対象に認知症への理解を深めるための講演会等を開催

する。

・介護者どうしのつながる機会が少ない男性介護者を主とした男性介護者が集

う場をつくる。

・認知症への理解を深め、他の介護者との交流、情報共有、意見交換をする

ことにより、本人への対応、認知症症状を受容していただけるよう取り組む。

包括圏域

・個別支援から見えてきた、地域で必要とされる居場所やつながりづくりについ

て、生活支援体制整備事業と連携して取り組む。

・圏域における自立支援・介護予防に関するニーズと実情を調べ、生活支援体

制整備事業と協力し、自立支援・介護予防のためのイベントや講座等を検

討、実施する。

区域

・もの忘れや理解力の低下症状のある方が、本人の能力や性格に応じた内容

で社会とつながり続けることができるような機会への参加を勧奨し、継続して利

用できるよう支援する。

・各包括圏域だけではなく、必要に応じて参加を促し、広く自立支援のための

社会資源事業として活用する。

・当事者のニーズを把握し、本人・家族がつながることのできる居場所づくりを関

係機関と連携して行う。

・退院時などには専門職間で連携をとり、介護予防の視点で地域へのつなぎを

行う。

・家族、支援者が連携して本人の

意思を引き出す必要がある。

・認知症の方の金銭管理は課題。

港

区

港

区

港

区

2

【権利擁護についての支援】

・自らの疾患や家族間の過去の関係性

より、介護が難しかったり、意思決定に

課題を抱えている家族が増加している。

・判断能力がかなり低下してから成年

後見や医療につながるため、最期まで

本人の望む生活の支援が困難。

・本人・家族共に金銭管理が適切に行

われず、必要なサービス利用につながら

ない。

・詐欺被害が増加している。

4

【社会資源の活用と整備、孤立防止に

ついて】

・身寄りのない高齢者、近親者がいない

高齢者が社会とつながる場が乏しい。

・自立支援・介護予防のための受け皿

となる社会資源が少ない。

・老老介護も多いため、つながりづ

くりからうまく社会資源が活用できる

とよい。

・退院時の連携という意味で、港

区は、西部医療圏であるので、区

内だけでなく医療圏域で意見交換

できるとよい。

・様々な社会資源を活用するため

に、地域のつながりが大事。

・アクティブな人は参加するがアク

ティブではない人には届かない。

・少しでも早くつながることが大事。

3

【認知症高齢者への支援】

・地域住民や家族、本人に認知症への

理解が不足しているため、対応方法が

わからない。

・家族が、認知症への理解不足から認

知症の人の受容が困難となるため、本

人が不安定になり、行動・心理症状が

悪化する傾向がある。

・認知症についての地域や企業に

向けた啓発活動は大事。
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区
N

o
地域ケア会議から見えてきた課題 区運協委員からの主な意見

取り組む

べき単位

課題解決に向けて取り組むべき方向性（内容）

（※市域課題の場合は、「必要と判断した理由」を記載）

包括圏域

・判断能力が低下する前の高齢者に対しても、後見制度の活用が必要となりそ

うな場合は早めに制度活用を勧める。

・申立ての意向がある場合は申立て支援を行うとともに、大阪弁護士会の弁護

士と連携し、任意後見契約や遺言作成等の支援を行う。

・介入の機会を逃さないよう、地域住民や病院、時には銀行・コンビニ・喫茶店

などインフォーマルな資源も含め、長期間の見守りを継続するための関係づくりが

必要。

区域

・高齢者や高齢者に関わる方々に対して、成年後見制度の周知活動を行う。

・早期発見につながるよう、区内の専門職のみならずインフォーマルな資源も含

め、包括支援センターの周知が必要である。

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

成年後見制度の活用へ動くことができても後見人等が就任するまでの期間が

長期になっており、その間の金銭管理の支援を誰かが行わざるを得ない課題が

ある。

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

ケアマネジャーの負担が大きくなっていることや、市長申立てのから審判が下りる

までの期間が長期間となっており、その間の金銭管理を担う人が不在であり、高

齢者の日常生活に支障をきたしている。

ライフラインや食事の確保など、急いで対応しなければならない場合も多い。判

断能力においても、金銭的にも、弁護士会等の専門機関へ依頼ができない場

合が多く、包括やケアマネジャーがやむなく行っているが、今後、ますますこうした

ケースが増加することが予測されるため、公的な仕組みの構築など、市域におい

て解決が必要。

包括圏域

選択肢を増やせるよう、地域関係者や保健師などの専門職との情報交換を行

うとともに、生活支援コーディネーターと連携し、「お役立ち情報マップ」などを活

用しインフォーマルな社会資源、サービスの情報を集めて地域住民やケアマネ

ジャーに積極的に周知啓発を行う。

区域

・インフォーマルな社会資源に関する資料をケアマネジャーに提供するとともに、ケ

アプラン作成に関する研修を行う。

・認知症予防を目的とした集いの場を区役所や区包括、済生会泉尾病院等

の区内関係機関と共催する。

・両包括と区が連携し、介護予防に資する活動の場を増やし維持できるよう取

組みを進めていく。

包括圏域

高齢者支援を進めていくために、介入の段階から区役所等に情報提供しつつ、

子の抱える課題を高齢者支援を担う支援者だけで抱えるのではなく、地域ケア

会議やつながる場等を活用し、子に対し適切な支援につながるよう働きかける。

区域

・本人、家族等、また支援者が問題を抱え込まないように、区役所・包括・総

合相談窓口（以下ブランチ）等の相談窓等の活用を周知する。

・区役所や関係機関との連携、制度の狭間の問題に対応できるよう役割分担

の検討等「つながる場」の積極的な活用。

・ケース支援時に各課題において区役所での担当となりうる部署への連携を図

り、地域ケア会議実施時に必要に応じて区役所内の関係部署（精神保健福

祉担当・生活保護担当・生活自立支援相談窓口等）の参加を促す。

大

正

区

大

正

区

市域

1

・本人が病状を認識していないため支

援を拒否する場合も多く、介入に時間

を要する。成年後見制度の利用に本

人が同意しない間はケアマネジャーなど

の支援者が業務の範疇を超えた支援を

行っている現状がある。

・成年後見制度の活用へ動くことができ

ても時間を要するため、それまで支援を

誰かが行わざるを得ないという金銭管理

が課題となっているため、新たな制度や

仕組みづくりが必要である。

・あんしんさぽーと（日常生活自立

支援事業）をもう少しハードル下

げて欲しい。４回の面会は多い。

・後見制度のどこに時間がかかるか

を知るためにフローチャートを出して

欲しい。

・生活に支障がでているが、本人が

制度利用を拒否する場合の介入

が困難である。

2

1

【８０５０問題】

８０５０問題に関しては、介護の必要

性から高齢者支援を担う支援者が先

導して関わることが多く、子自身に就労

等生活改善の意欲がないため子が抱え

る課題も含め抱えざるを得ない。

・8050問題、高齢者の支援で介

入していくと、こんな家族がいたんだ

と分かる。支援者として折り合いつ

け対応しているが強制力がなく、家

族が支援を拒否しているとなおさら

介入が困難なことがある。ある程度

自治体が強制力を持って対応して

いくことは必要ではないかと思う。

天

王

寺

区

・介護保険外のサービスや地域活動を

活用した、介護予防や重度化防止に

向けた取組みが十分にできていない。

・ケアマネジャーや地域住民に対して、

介護予防に対する正しい理解を広める

とともに、社会資源を活用できるよう周

知する必要がある。

・活動範囲が少なく、人との交流が少な

い人は、情報が入りにくく、選択肢が少

ない。また、人どうしの関わりが少ない地

域では、活動の周知に時間がかかる。

・既存の地域活動には男性の参加者が

少なく、新たに入りづらい。

活動範囲の少ない人、人との交流

が少ない人達は普段のつながり、

小さなつながりから広めるしかない。

協議体でも考えているがそれ以外

の場でもどのようにしていくか考える

必要あり。
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区
N

o
地域ケア会議から見えてきた課題 区運協委員からの主な意見

取り組む

べき単位

課題解決に向けて取り組むべき方向性（内容）

（※市域課題の場合は、「必要と判断した理由」を記載）

包括圏域

・本人自ら相談できるタイミングで支援につながるよう、今後も、地域の特性を活

かしてマンション内でチラシの掲示協力を依頼していく。管理人が不在のマンショ

ン等に関しては支援を通じてつながるたび、掲示協力を得るなど働きかけていく。

・本人が受け入れられるタイミングで受診等の必要な支援につながるよう、関連

する事業を活用しあう等して、緩やかな見守りを続ける。

・４事業者連絡会（地域包括支援センター、障がい者基幹相談支援セン

ター、生活自立支援相談窓口、在宅医療・介護連携相談支援室）を定期

的に開催し、事例検討、社会資源の把握を行い、医療・介護・福祉の相互支

援体制づくりのための、情報共有・連携強化を図る。

区域

・本人、家族等、また支援者が問題を抱え込まないように、区役所・包括・ブラ

ンチ等の相談窓等の活用を周知する。

・地域ケア会議に必要時区役所内の関係部署（精神保健福祉担当・生活

保護担当・生活自立支援相談窓口等）の参加を促す。

・生活保護受給者で、担当からの定期的な関りに加えさらに丁寧な生活改善

等の指導が必要な場合は、担当課と連携して支援を行う。生活保護や介護

保険サービスにつながった後に起こる課題に早期に対応していくため、生活保護

ケースワーカーと介護支援専門員との交流の場を設ける。

包括圏域

・高齢者等への適正な飼育に関する啓発活動が進むよう、区役所や地元の民

間団体等の協力を受け、介護サービス事業者連絡会等で情報提供の機会を

つくる。自立支援型ケアマネジメント検討会議の課題で挙がった場合は区役所

等から得た情報の提供を行う。

区域

・在宅医療・介護連携推進事業等においてACPの普及・啓発促進。

・地域ケア会議、在宅医療・介護連携推進会議等において関係機関との連携

強化を図る。

2

【孤立する高齢者や引きこもりにある子

の問題】

・数年にわたり糞尿をベランダに貯める、

極端な節約をしている等の生活に偏り

がある事例や自宅にゴミを貯めこむ、生

活困窮の状態が継続している等、近隣

や賃貸管理会社からの連絡で発見され

るまで、生活水準が落ちたまま、本人や

家族が助けを求められず、介入が遅延

する等の事例が増えてきている。本人が

介護支援を必要としない場合は、生活

水準が改善されない状態が継続するこ

とが懸念される。

・生活保護受給者で、生活保護担当

より定期的な関りはあるが、更に丁寧な

生活改善等の支援が必要な事例が見

られた。

・過去の病歴から医療機関への不信感

があり本人や子の医療受診が進まない

事例があった。

・在宅生活を継続することの困難さ

が分かった。老人保健施設は在宅

に戻っていくことを目標とする施設で

あるが、保証人・資金がないと入所

できず、保証人の審査自体も難し

い。在宅生活が困難な方で施設

の入所のニーズがある際にどう対応

していけばよいのかと思った。

・高齢夫婦で難聴のため口論して

いるように聞こえ近隣から通報が挙

がることが多々ある。

・孤立した高齢者が引きこもってし

まう前に介護予防としてのつなが

り、地域の集いの場に出てきてもら

うような支援をしていきたい。

3

【高齢者自身が自身を取り巻く環境の

予後を考えられていない】

・高齢者が入院・入所等により在宅生

活の継続が困難となった際に、ペットを

飼育している場合等適正な飼育が行わ

れていない場合も多く、ペットの譲渡先

や自宅の家財の処分等の緊急の対応

を要する事例が顕在化している。

・ひとり暮らし高齢者は、ペットの世話や

散歩の役割を持つことで生きがいづくり

や介護予防効果をみとめるケースが例

年あるが、終生飼育の課題を抱えてい

ることが多い。

・高齢者自身が自身を取り巻く環境や

今後の生活について見通しが持てない

状況にある事例が顕著となっている。

・ぺットの問題は市や国で検討して

いくべきだと思う。

・高齢者の支援で介入していくと、

一人で寂しいのでペットを飼ってい

る、野良ネコが来てくれると嬉しい、

エサをあげてしまう等、地域の問題

でもあると思うので専門職含め検

討していくべきだと思う。

・ペットの問題は身近に感じてい

る。高齢者自身が自身の在宅生

活が困難になった際に、ペットの終

生飼育の困難さが生じると思う。

・犬、猫の問題も孤独・孤立が要

因にあるのではないか、何か孤独や

孤立を軽減できる関りはないのかと

思う。

・ペットを飼うのは飼い主の自己責

任、終生飼育の責任をもてないの

であれば飼うべきではないと思う。こ

れらの問題を税金で対応することに

も疑問を生じる。

天

王

寺

区

天

王

寺

区
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区
N

o
地域ケア会議から見えてきた課題 区運協委員からの主な意見

取り組む

べき単位

課題解決に向けて取り組むべき方向性（内容）

（※市域課題の場合は、「必要と判断した理由」を記載）

包括圏域

身寄りのない方への早期介入と、人とのつながりづくりをする。

天

王

寺

区

4

〈認知症高齢者や家族の支援課題〉

〈権利擁護支援〉

・アルコール性認知症により本人の能力

を超えた就労行動や本人の頻繁受診

等の問題行動があり、支援者が振り回

され、適切な介護サービスの導入が進ま

ないことがある。

・高齢者夫婦世帯では、本人が認知

症であることを受け入れられない家族

や、高齢者を介護していた家族が認知

機能障がいを認めても、家族への介入

がなされないまま放置され、深刻化した

状態で支援者から相談を受ける事例が

ある。

・ひとり暮らし高齢者が病状進行により

在宅生活が困難になるも、本人の自覚

がなく支援者一同集まり、意思決定支

援を行った事例があった。認知症の進

行により本人や身近な支援者だけでは

本人の意思決定の確認や判断ができ

ないことが増えている。

・介護施設に妻が入所し、夫は自

身が今後在宅で生活していってい

いのか悲観しているケースがあった。

夫妻の在宅生活時より、夫が難聴

で家庭内で夫妻の会話が成り立た

ない、夫妻の話し相手がいなかった

ことが問題であった。高齢者が孤立

してしまう前に、地域や相談の場に

つなげていきたい。

・認知症高齢者の徘徊事案が多

く、早急に対応策を考えていく必要

がある。

浪

速

区

1

【判断能力が低下し、認知症の症状が

疑われる身寄りのない人への支援が困

難】

・身寄りがない方、いても高齢や疎遠な

どを理由に支援が見込めない方が多

い。

・問題があがってきた時点で、成年後見

の類型が後見相当の方が多い。

・支援が入っているにも関わらず、金銭

管理の支援拒否や制度の活用に至っ

ていない。

・他人の輪に入るのが苦手な方へ

の支援が大変。継続して関わる必

要がある。

・認知症の人は近い将来、身体介

護も必要となってくる。将来的な状

況を予測し、対策を計画していくこ

とが必要となる。

・身寄りのない方、認知症機能低

下の方へ制度、サービスの説明をし

ても理解が得られず、つながらない

時は悩む。ケアマネジャーとしても介

入しにくい現状がある。

・生活保護の方はCWにつなげられ

るが、CWのスキルや対応に温度

差がある。

・認知症の人とともに民生委員が

いかに対応できるかが重要。声掛

け訓練やサポーター養成講座を実

施したが民生委員が学べる講座を

企画してほしい。

・元気なうちから地域のイベントに

参加して、横のつながりを持ってほ

しい。周囲の人を誘い合って参加

してもらうことが理想。

・老人福祉センターは介護予防の

施設の為、どんどん声かけて利用

勧奨を。

・人と人、地域とのつながりを広げて

もらえるような対策を継続的に行っ

ていく必要がある。

区域

区域

・家族の認知症の理解については、家族の独特の考えに振り回されないよう、

支援者が統一した対応を心がけるため地域ケア個別会議を今後も活用してい

く。開催時は地域包括支援センター連絡調整事業の専門職派遣を必要に応

じて活用する。

・認知症の正しい理解が広がるように、認知症地域支援推進員が認知症キャ

ラバンメイト連絡会に積極的に関わり、啓発活動に関して助言支援を行う。さら

に認知症サポーター養成講座や認知症ステップアップ講座等で認知症に関わる

社会資源を積極的に情報提供する。

・認知症の進行に伴い、起こってくる課題に対して適時適切に対応して行くこと

ができるよう、認知症初期集中支援チーム兼認知症地域支援推進員が、居

宅介護支援事業者連絡会等を活用して事例を踏まえた啓発活動を行い、必

要なタイミングであんしんさぽーと事業や成年後見制度の活用が進むようにして

いく。

・支援者が問題を抱え込まないように、認知症強化型包括支援センター(以下

強化型包括)・包括・ブランチ等の相談窓口、地域ケア会議等の活用を周知す

る。

・あんしんさぽーと事業・成年後見制度の周知・啓発を行う。

・強化型包括・包括での認知症の周知・啓発の後方支援を行う。

・区役所、包括・ブランチと認知症高齢者ケースの共有を行い、地域ケア会議

に出席し連携。

・把握した時点で成年後見制度利用の可能性が高い場合、地域ケア会議に

成年後見担当が出席し、早期対応できるようにする。

・地域住民へACPの周知を継続し、早期のうちに「本人が望む医療・ケア」につ

いて身近に考えられるようにする。

・顔の見える関係づくりを行い、関係機関との連携をさらに強化できるよう、地域

ケア会議、在宅医療介護連携推進会議等の会議に参加、必要時連携。

・あんしんさぽーと、成年後見等の制度を活用した金銭管理支援について周知

する。

・生活支援課新任期研修を実施し、高齢者支援担当業務や制度について理

解を深め、連携につなげる。
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o
地域ケア会議から見えてきた課題 区運協委員からの主な意見

取り組む

べき単位

課題解決に向けて取り組むべき方向性（内容）

（※市域課題の場合は、「必要と判断した理由」を記載）

包括圏域

・総合相談に携わる機関が集まる「総合相談窓口連絡会」や、警察・消防を

含めた「支えあう安心安全連絡会」の共同開催、「つながる場」への参加を通

じ、高齢担当以外の機関も含めた関係機関と連携し、複合課題のあるケース

への支援の強化を図る。

・多職種研修会を開催し、ケアマネジャー等包括以外の専門職が、他機関と

繋がれる機会をつくる。

区域

・地域包括支援センター主催の事例検討会や研修に後方支援として参加す

る。

・複合課題を抱えたケースがあれば、つながる場を積極的に利用し、多職種の

連携がスムーズに図れるようにする。

・各機関が「に～よん相談機関連携ｼｰﾄ」をうまく活用して連携が図れるよう、研

修会等で啓発していく。

包括圏域

・「若いうちからの老後への備えの推進に向けた実態把握のための意識調査」で

見えてきた結果から、より効果的な方法や内容について、４事業と検討し、取り

組みを行う。

・「介護予習スクール」において、老後に向けて備えておきたい事柄について啓発

を行う。

・地域でミニ講座等を行い、地域住民に老後に向けて必要な知識や情報につ

いて伝える。

・「認知症」「若年性認知症」に関する講演会に世代を問わず参加できるよう開

催していく。

区域

・「若いうちからの老後への備えの推進に向けた実態把握のための意識調査」へ

の協力

・講座開催について、他機関との調整や開催への協力。

包括圏域

・認知症サポーター養成講座の開催。（今まで介入できていない人・機関に対

して開催していく）

・区内の専門職や地域福祉活動支援コーディネーターを対象に事例検討会の

開催をする。

・見守り相談室の「声かけ訓練」に参画し、地域の役員や民生委員等の見守り

など連携が取れる体制を築いていく。

・認知症カフェの媒体を作成・活用して地域住民に周知していくとともに、現在

参加されている方も含めて今後のことについて話し合う場面をつくる。

・家族の抱える疾病や障がい、生きづら

さが高齢者の生活に影響を及ぼし、困

難さが生じているケースが増えている。高

齢担当だけでなく、障がい・医療・生活

困窮など、多機関が関わる必要がある。

・多問題を抱える事例への対応で、介

護保険事業者と障がいサービス事業者

等の関係機関、さらに生活困窮窓口

等の支援する多機関・見守り相談室等

の連携強化が必要。

・西淀川区では４事業連絡会や

総合相談窓口連絡会など、関係

機関が顔の見える関係を築けてい

る。連携ｼｰﾄは今後市民の方にも

提供できるような形になることを期

待する。

・課題が多様化に伴い、障がいの

相談員とケアマネとの勉強会の開

催をしているが、支援者同士の顔

の見える関係作りにもなっている。

今後も継続し、課題についても共

に考えていきたい。

西

淀

川

区

3

・認知症（若年性認知症を含む）に

関して家族を含め地域住民、専門職な

ど関係機関の理解不足がある。

・認知症本人や地域住民がボランティア

の場づくりや紹介を行っていく必要があ

る。

（地域に向けて）

・年々、ひとり暮らし高齢者が増える地

域を把握し、「認知症のこと」「今後のこ

と」について話し合える場面が必要。

・地域全体でちーむオレンジについて

知ってもらい、認知症の本人と家族につ

いて正しい理解をしてもらうことが必要。

（包括とブランチに向けて）

圏域の地域課題を把握し、陽だまり西

淀川オレンジチームも周知活動ができる

よう積極的に協力を要請していく必要が

ある。

・認知症治療薬ができた、などのト

ピックスなど、区民の方に伝えて認

知症についての関心を高めてもらえ

るとよい。

・認知症の診断後の医療費や介

護者の負担について、地域の薬剤

師としての役割を果たしていきた

い。

区域

・講座開催について、他機関との調整や開催への協力。

・区の広報誌で認知症カフェ、包括、ブランチ、オレンジチームの周知を行う。

西

淀

川

区

西

淀

川

区

2

元気なうちから「認知症になったら？」

「もし病気になったら？」支援が必要に

なることを準備していないため、支援が

困難になるケースが多い。

元気なうちからさまざまな備えについて意

識を持ってもらえるような取組みが必要

である。

・活発に活動されていることがわかっ

た。具体的にどのような備えをしな

いといけないのかと思った。

・講座開催では、たくさんの区民の

方に参加してもらうため、関心のあ

るテーマを考えて周知啓発するとよ

いと思う。

1
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o
地域ケア会議から見えてきた課題 区運協委員からの主な意見

取り組む

べき単位

課題解決に向けて取り組むべき方向性（内容）

（※市域課題の場合は、「必要と判断した理由」を記載）

包括圏域

あんしんさぽーと（日常生活自立支援事業）、成年後見制度について地域

住民・関係機関に対して早期

相談につながるために周知啓発。個別地域ケア会議での関係機関連携。早期

相談につながるよう住宅関係・金融機関とのネットワーク構築。地域と関係機

関（介護支援専門員との連携強化）との顔の見える関係づくり。食糧支援な

どセーフティーネットの充実。

区域

本人や親族申し立ての周知啓発、市長申し立ての早急な連携対応及び地域

包括支援センターの後方支援。

複合的な課題が多いケースについては区役所内の担当間で連携対応したり、

つながる場（総合的な相談支援体制の充実事業）を活用し関係機関の連

携を充実させていく。生活困窮者自立支援制度や生活支援担当との連携し

生命の安全を優先し支援していく。

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

成年後見市長申し立ての増加による審判までに長期間がかかっている。

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

認知機能低下で生活が破綻しているケースが増えており、成年後見審判される

までの時間がかかっている。時間短縮のため市長申し立て人員予算の確保が

必要。成年後見人が決定するまでのケースの金銭管理を行う機関を検討して

ほしい。

包括圏域

課題に応じて研修会等を開催しネットワーク構築。支援機関との情報共有・連

携強化（オンライン等を活用した）を図る。地域・高齢者を支えている世帯

（中高年・若年層）への周知・啓発。

区域

複合的な課題が多いケースについては区役所内の担当間で連携対応したり、

つながる場（総合的な相談支援体制の充実事業）を活用し関係機関の連

携を充実させていく。区役所内での生活困窮者自立支援制度や生活支援担

当、健康相談、障がい者支援機関との連携の強化。

包括圏域

意欲が高まる具体的な活動、インフォーマルサービス、男性の居場所など個々に

合わせた社会資源の創出と情報提供。

区域

身体機能だけではなく、栄養、口腔などへのアプローチも必要。管理栄養士等

の専門職との連携が重要。

包括圏域

・認知症サポートブックの活用での周知、軽度認知障がいの時点で医療や介護

の相談に繋がるよう地域へ発信を研修会等を通じて行う。（認知症サポーター

養成講座・研修会等で広報周知）

・医師会・歯科医師会・薬剤師会と、介護関係との連携の強化。事例を通じ

ての連携や、会議や研修会合同開催等を行い関係機関同士で繋がる機会を

継続的に持ち、具体的対応を一緒に考える。

区域

・地域や区役所や図書館など公共の場所での周知啓発活動。

・認知症の人が集える場の創設。チームオレンジの立ち上げの勧奨、後方支

援。

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

社会とのつながりがない、親族等の協力者がいないため孤立し早期発見が難し

い。

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

様々な年齢層が認知症の理解してもらうことによって孤立する認知症高齢が少

なくなると考える。若い頃から認知症について理解してもらうため学校教育のカリ

キュラム等に取り入れてもらったり、認知症啓発等に協力してもらう。

市域

市域

2

【家族の複合的な課題がある世帯】

・8050問題

（本人の特性、それまでの親子関係か

らくる課題も含む）

・親族・地域など社会とのつながりが希

薄

・介入・支援拒否（精神疾患、共依

存、生活困窮など）される世帯へ必要

な情報やサービス提供が難しい。

・複合的な課題を抱える世帯の増加に

より、高齢者・障がい者・児童等の他分

野の関係機関との連携が必要。

・地域での顔が見える関係作りが

大切。

・淀川区は夢ちゃんワンチームのお

かげで連携が進んでいると思う。

3

【自立支援型ケアマネジメント検討会

議】

新型コロナウイルス感染拡大後は地域

の活動も再開したが、一度閉じこもりに

陥ると再度の活動には繋がらりにくく心

身機能、意欲低下が進む。

・不登校の生徒に向けたオンライン

型のフリースクールが展開されてい

るように、高齢者の閉じこもり解消

にもオンラインの活用は効果的と思

われる。

4

【孤立している認知症高齢者】

～介入拒否、医療受診・介護サービス

利用の拒否や認知症の行動・心理症

状の悪化事例が増え、支援対応が長

期に及んでいる～

・集合住宅が多く、単身世帯、高齢者

世帯が多い。

・社会とのつながりがない、親族等の協

力者がいないため孤立し早期発見が難

しい。

・認知症高齢者の支援を行う時に個人

情報保護法によって医療・介護（医師

会・歯科医師会・薬剤師会を含む）か

ら情報収集ができないため高齢者に必

要な対応・支援が難しい。

・若年層への周知について、学校

教育の段階で触れる機会を作れ

ないか検討したが、教育カリキュラ

ムの問題で難しかった。行政とし

て、福祉から教育部門に働きかけ

をしてほしい。

淀

川

区

淀

川

区

淀

川

区

1

【金銭管理の問題】

本人（ひとり暮らし含む）や家族等が

判断能力低下を伴うもの。

・本人以外による不適切な金銭管理。

・相談時には既にライフラインが止まり家

賃・持ち家の税金、介護サービス利用

料未払い、食糧支援等の緊急対応が

求められることが多くなっている。

・早期に介護サービスを導入しようとする

も全くお金がないため暫定でのサービス

提供ができる事業所が見つからない。

・成年後見市長申し立ての増加による

審判までに長期間がかかっている。

・成年後見制度の利用開始まで

長時間を要し、それまでの間をどう

対応するかという課題が何十年も

前から続いている。解消されていな

い。申立てまでの期間短縮に向け

て市をあげて取り組んでもらいた

い。

・後見人がつくまでの間の課題に対

応するために、包括に頼るのではな

く、淀川区独自で事業を立ち上げ

てほしい。

淀

川

区
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区
N

o
地域ケア会議から見えてきた課題 区運協委員からの主な意見

取り組む

べき単位

課題解決に向けて取り組むべき方向性（内容）

（※市域課題の場合は、「必要と判断した理由」を記載）

包括圏域

・現在の社会資源を把握共有し、不足している社会資源や活動を地域特性を

考慮しながら確認することが出来る。（既存の認知症当事者や家族の受け入

れ状況や活動の周知状況の把握）

区域

・地域毎に応じた、認知症の人が集える場の創設。チームオレンジの立ち上げの

勧奨、後方支援。

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

区民に向けた認知症サポーター、ちーむオレンジの活動、オレンジパートナー等の

活動について区域だけでは周知啓発不足。

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

市域で周知啓発を行う事で、地域で活動する団体や企業等と積極的に地域

作りに繋げることができると考える。

包括圏域

・元気なうちから自分事として考えられるよう啓発を積み重ねる。

・複合的課題を抱える世帯へのアプローチ。

区域

・障がい者基幹相談支援センターと地域包括支援センターの連携が図れるよう

な工夫。

・つながる場の活性化。

包括圏域
他事業（４事業）との棲み分けを明確にしながら個へのアプローチを強化す

る。

区域
地域包括支援センターの活動についての後方支援。

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

社会的に孤立している、つながりのない高齢者がいる。

市営住宅のリノベーションについて、高齢者のコミュニティを守るための事前の連

携が必要。

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

市営住宅の建て替え時もリロケーションダメージを最小限にするため、事前に市

営住宅の担当者と圏域の包括とが連携をとり、高齢者が転居先で孤立しない

よう転居前からかかわりを持っておく。

市域

市域

5

【認知症支援の地域作りにおける課

題】

・介護サービス利用後も、地域で生活

できる居場所が大切であるが、認知症

当事者や家族が参加できる居場所の

把握や周知が十分でない。

・認知症当事者や家族の思いを、地域

や関係機関へ繋げた地域活動が必

要。

・若年層や子供を対象としたイベン

ト（スタンプラリーなど）を福祉施

設などが夏休み期間に企画して認

知症支援や福祉に関わる情報に

触れる機会を作っていくのはどうか。

スタンプポイントを特養に設置し、

認知症当事者と直接関わる機会

を作るなど、区民の身近な話として

認識してもらう。イベント周知には

学校にも協力してもらいたい。

・地域の小さな支えあいが問題の

複合化の予防に繋がる。

・認知症月間にとどまらず、毎月包

括とオレンジチームの連絡先を区

広報誌に掲載してもらいたい。相

談したいと思った家族や本人から

相談先を見つけやすいようにしてほ

しい。

東

淀

川

区

1
・「自分の人生の備え」への意識が薄

い。

・老人会会員向けに介護保険につ

いて講習会を開催してもらったら多

くの人が参加した。元気な高齢者

も近い将来、デイサービスに行った

り、ヘルパーを利用するようになると

考え参加している。

・老人会の中で声を上げたら助けら

れるような仕組みを作りたい。

・障がい者基幹相談支援センター

へのかかわりは積極的にすすめてほ

しい。

東

淀

川

区

2
社会的に孤立している、つながりのない

高齢者がいる。

・町会加入者に地域差がある中、

加入者を増やすことや次世代への

つなぎも大切なことである。

・個へアプローチできる方法の検討

も必要である。

・包括はケアマネジャーと違い、全く

知らない個へのアプローチもできる

し、やってほしい。

・地域コミュニティが希薄になってい

る中、施設の存在も忘れないで欲

しい。介護度の高い人の入所は以

前よりハードルが低くなっている。

・転居してきた人に地域を知っても

らうことも大切

・地域で百歳体操に来なくなった

人に対するアプローチを見守り相談

室、２層生活支援コーディネー

ター、包括に相談しながら関わって

いる

淀

川

区
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区
N

o
地域ケア会議から見えてきた課題 区運協委員からの主な意見

取り組む

べき単位

課題解決に向けて取り組むべき方向性（内容）

（※市域課題の場合は、「必要と判断した理由」を記載）

包括圏域

高齢者の孤立化防止や、ひとり暮らしの不安解消、事前の備え、話し合い等が

必要

・これからの暮らしへの心構えや備えができるように、介護状態での暮らし（経済

面含む）、ACPの必要性、介護予防の必要性（特に口腔・栄養）について、

相談、講座、地域ケアネットワーク連絡会等を通して啓発していく。

・包括・ブランチが作成する包括・ブランチだより「そなエール！」チラシ（毎月発

行）等を活用した相談窓口の周知や、「そなえる私の暮らし方」リーフレット、

東成区版ACPの手引きリーフレットで周知啓発を行う。

・東成区事業（おまもりネット、緊急時かぎ預かり事業）を含めた各種制度

（緊急通報システム、特殊詐欺防止自動録音装置、任意後見制度）の周

知。

・ケアマネジャーや介護事業所に対して、事業所ができること・できないこと等につ

いて伝えていく。

区域

・包括・ブランチだより「そなエール！」チラシを用いて、各種事業や制度の周知を

行う。

・「そなエール！」チラシは大阪市LINEを活用する。

・地域講座（知って得する連続講座）や区民講座において、成年後見制度

や軽度認知症・軽度認知障害（MCI）含む）の啓発を行う。

・既存のリーフレット（「そなえる私の暮らし方」「東成区版ACPの手引き」を活

用した啓発

・つながりが希薄であることから町会加入、地域活動参加促進や東成区おまも

りネット登録勧奨を行う。

・百歳体操等の各地域の集いの場への参加啓発。

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

・ひとり暮らし、家族と疎遠の人が増え、比例して相談件数やケア会議等も増

加している。ひとり暮らし、家族と疎遠の高齢者は、病気や障がい等で身体機

能、認知機能低下し、生活への支障が深刻化して初めて支援につながることが

多い。
市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

・相談数や各種事業や会議等の増加により、包括やブランチの対応が困難に

なっている。ブランチの包括化や配置数の増加による相談支援体制の拡充が必

要。

包括圏域

・家族介護者の健康状態を聴き取りしていくとともに、介護ストレスチェックシー

ト、家族介護者の負担感（CRA-J-10）等を活用し、介護負担や介護ストレ

スを自身で気づいてもらう。

・家族・親族間での話し合いの有無、話し合っている内容を具体的に聴き取

り、かつ、話し合いがなされていない場合は話し合いを促す。

・家族・親族を含めて、介護や生活サポートについて話し合うことやACPの啓発

をする。

・介護や生活サポートへの心構えや備えについて、家族間で話し合うツールのよ

うなものの作成を検討する。

・介護サービスの上手な利用方法や介護に役立つ情報等の周知。包括・ブラン

チだより「そなエール！」チラシ等を活用。

・虐待防止の啓発。

区域

・介護ストレス軽減のため、家族介護者が当事者同士で交流できる場（交流

会）を提供する。（ピラティス体験をで身体をほぐしてリフレッシュした後、介護の

ことを話し合う交流会を行う予定）

・交流会においては、認知症の進行に伴う症状の変化、ケア、関わり方等を学

習する。

・大阪市LINEや広報紙を活用し周知する。

・虐待防止については、区民講座等を通じて啓発する。

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

介護負担・介護ストレス、介護者の抱え込みがある。虐待のリスクがある。

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

・今後、増加する家族介護者について、介護者同士が交流できる場や機会を

増やすため、介護者が参加しやすい仕組みづくりや環境整備が必要である。

・虐待防止について関係機関向けにさらなる啓発が必要である。

東

成

区

市域

市域

1

【高齢者（これから高齢者になる人含

む）の課題】

・ひとり暮らし、家族と疎遠の人が増え、

比例して相談件数やケア会議等も増

加している。ひとり暮らし、家族と疎遠の

高齢者は、病気や障がい等で身体機

能、認知機能低下し、生活への支障が

深刻化してはじめて支援につながること

が多い。

・認知症への気づきが遅れる

・身寄りがいない、または、身寄りがいて

も関係性が疎遠であることから、ケアマネ

ジャーが業務外のいろいろな手続きや対

応をしている。

・老後、要介護状態になったときへの心

構えや経済面等の備えが不十分であ

る。

➡介護状態の暮らしのイメージができて

いない。

➡経済面を考えておらず、困窮し生活

が安定しない。（長寿となっており経済

面を考えて生活設計していかなければ

困窮し、生活に支障が生じる高齢者が

増える）

➡家族・親族等に頼れない、話し合い

がなされていない。

➡成年後見制度等の利用に踏み切れ

ない。

・一部地域で友愛訪問を実施して

いる。70歳以上の方、全戸に2か

月に1回実施している。従事者は

声掛けなどの訪問方法について学

習会を実施している。

・老人クラブも高齢化し会員減少

しているが、地域活動の参加が孤

立防止につながると思うので、活性

化させていきたい。

・地域で困ってる高齢者を一番に

把握できるのは地域であると思う。

ネットワークにつなげるため一部地

域では、東成だよりの配布事業を

している。その中でつながりができて

町会に入るという人が出てきたので

それなりの成果があった。一番頼り

になるのは班長であり、自分の班の

見守りをしっかりやってもらうよう声

掛けしている。意識して見守ること

で問題の発見につながると思ってい

る。

・地域はまず、隣近所が大事であ

る。顔なじみをつくるために、みんな

が集まる場所である公園にベンチを

設置した。あいさつを交わす、ちょっ

とした井戸端会議をするなど顔なじ

みを作ることができるよう動いてい

る。

2

【家族介護者の課題】

・介護負担・介護ストレス、介護者の抱

え込みがある。虐待のリスクがある。

➡介護負担・介護ストレスの自覚がな

い。

➡愚痴を言える人がいない。言えない。

➡仕事をしており時間に余裕がない。

➡虐待をしている家族は自分の行為が

虐待と思っていないことも多い。

・家族・親族間で介護や生活サポート

に関する話し合いが不十分である。

➡身近な家族に本人の状況を伝えてい

ない。

➡他の家族・親族の考えを受け入れら

れない。

➡他の家族・親族に頼らない、頼れな

い。

・被介護者の認知症の進行に伴う症状

の変化に都度戸惑う。

・家族介護者について、対応困難

な場合もあると思うが、引き続き課

題解決に向けて取り組んでほしい。

東

成

区
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区
N

o
地域ケア会議から見えてきた課題 区運協委員からの主な意見

取り組む

べき単位

課題解決に向けて取り組むべき方向性（内容）

（※市域課題の場合は、「必要と判断した理由」を記載）

包括圏域

ケアマネジャーや支援者向けに

・アセスメントが十分でないことや支援者間で共有する必要性について、啓発す

る。

・区役所のこころの健康相談の活用について周知する。

・介護ストレスチェックリスト、家族介護者の負担感（CRA-J-10）等を活用に

ついて、周知する。

・包括は支援調整の場（高齢以外の制度横断的な各種関係機関が集まる

会議）を活用し、障がい者関係機関等からの障がい特性や制度についての助

言を受ける。

区域

・自立支援型ケアマネジメント検討会議によるケース検討や自立支援や介護

予防をテーマとした研修を行う。

・成年後見制度やあんしんさぽーと事業等に関する研修等を行う。

・障がいの特性や障がいの制度についての研修を行う。

・多職種LINEや研修を機会に、区のこころの健康相談の周知を行う。

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

成年後見制度等の手続きが煩雑であり、特に市長申し立ては後見人選任ま

で時間がかかる。

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

成年後見制度の市長申し立ての体制強化、迅速化。

包括圏域

・包括・ブランチだより「そなエール！」チラシの周知。スーパー等へ配架、ワンルー

ムマンション等へ配布する。

・相談時、おまもりネット事業への登録勧奨（地域とつながるきっかけ）する。

・本人に対して、入院した場合等の情報提供の約束事（本人への事前聴き

取り、家族へ連絡依頼等）を作るよう啓発する。

区域
おまもりネットや地域会館等で実施する地域福祉活動の周知や参加勧奨の実

施

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

病院、地域や支援者がつながっていない孤立している高齢者が多い

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

何らかの生活の課題を抱えており、認知症や疾病の発見が遅れ、重篤となって

いるため、早期発見できるしくみが必要である。

市域

市域

3

【関係者・支援者の課題】

・アセスメント内容を共有し、連携する必要が

ある。

➡本人のモチベーションが上がる目標設定が

うまくできていない、共有できていない。

➡家族等の状況、経済状況の把握が十分

でない

➡介護予防における栄養、口腔ケア等につい

てのアセスメントや評価の視点が十分ではな

い。

➡医療職への相談が不十分である。

➡主介護者に介護ストレス・介護負担を自

覚を促す関わりが必要である。

➡障がいの特性（知的障がい、発達障がい

精神障がい等）についてや制度についての理

解が十分とは言えない。

・本人の意思確認ができるうちに、本人・親

族による成年後見申立てやあんしんさぽーと

事業の利用勧奨が必要である。また、意思

決定支援（本人の想いに寄り添い、必要な

サービスをわかり易く説明し、本人が自己選

択できる支援）について学ぶ必要がある。成

年後見制度を活用しているが、手続きが煩

雑であり、特に市長申し立ては後見人選任

まで時間がかかる。

自立支援型ケアマネジメント会議

に出席しているが、歯を失っている

高齢者が多いことから口腔ケアに

関心のないケアマネが多いと感じ

る。現在、歯科の定期検診に関心

が高まっており、またコロナを経て口

腔ケアの重要性に気付く人が多く

なった。今後は歯を多く残す高齢

者が増えると思われるので、寝たき

りになっても口腔ケアの重要性はま

すます高まると考えられる。

4

【地域等の課題】

・病院、地域や支援者がつながっていな

い孤立している高齢者が多い（アパー

ト暮らしの単身高齢者等）

・急に入院した場合、近所に伝えられ

ず、地域住民が心配し続ける。

・地域とのつながりの話で、地域の

ネットワークに入りたくない人が増え

てきている。実際のところ町会加入

率が減少しており、今後も減少す

ることが予想される。地域が見守り

の場とすると、地域がなくなると見

守りが無くなるということになる。地

域だけに頼るのは限界がある。医

療につながっているとか、スーパーと

つながっているとか、ボランティアなど

自分が活動するところでつながると

か、どこかでひっかかればいいと思

う。いろんなつながり方がある。高齢

者だけの問題でない。

今後、いろんな情報発信の工夫が

必要。

東

成

区

東

成

区

26



区
N

o
地域ケア会議から見えてきた課題 区運協委員からの主な意見

取り組む

べき単位

課題解決に向けて取り組むべき方向性（内容）

（※市域課題の場合は、「必要と判断した理由」を記載）

包括圏域

ケアプランセンターの空き情報の収集、包括支援センター内で情報共有をタイム

リーに行う。

区域

・施設の人手不足や、高齢者のちょっとした困りごとへの対応として、介護予防

ポイント事業によるボランティアや有償ボランティア（きづくちゃん）が有効である

が、そのボランティア活動者を増やすための周知・啓発が必要。

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

介護人材の不足

・ケアマネジャーやヘルパーの数が足りず、要望やニーズに見合ったサービスをすぐ

に埋めることが難しい。

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

・介護人材の確保に関して取組みが必要。

・潜在的なケアマネジャー資格保有者や、介護職保有者の発掘や就業支援。

・利用者や家族に対するハラスメント防止についての啓発。例えば介護保険証

発送時にチラシの同封など。

・ケアマネジャーの本来業務の範囲外業務をしていることへの対策検討が必要。

包括圏域

・地域住民が早期発見や見守りの目を増やせるよう、認知症の正しい知識につ

いて認知症講演会やシンポジウムを通じて啓発を行う。

・認知症ネットワーク会議や各連絡会を通じて多職種連携を充実し、病院相

談員との顔の見える関係作りの継続を行う。

・在宅医療介護連携相談支援室、認知症初期集中支援チーム等、で地域

関係者と見守り訪問等を定期的に行い、地域で困りごとを抱える住民の早期

発見・早期介入に努める。

・在日韓国・朝鮮人の高齢者に対し、韓国語での情報提供及び支援を継続

し、新たな集いの場を設けることを検討する。

・当事者の強みを生かし、地域住民と共生できる身近な居場所づくりの検討や

整備。

区域

・認知症高齢者支援ネットワーク会議・在宅支援ネットワーク会議において、関

係期間の連携を強化する。

・区役所内の関係部署（精神保険福祉担当・精神保険福祉担当・生活支

援担当・自立支援相談窓口）に、必要時地域ケア会議への参加を依頼す

る。

・広報紙等で、高齢者の相談窓口について周知する。

・区役所や障がい者基幹センターと連携し、つながる場の会議等を積極的に活

用し横断的な支援に向けて取り組む。

市域

東

成

区

5

【制度の課題】

介護人材の不足

・ケアマネジャーやヘルパーの数が足り

ず、要望やニーズに見合ったサービスを

すぐに埋めることが難しい。

・利用者や家族からハラスメントがある。

・ケアマネジャーが業務外のいろいろな手

続きや対応をしている。

・相談を受けて引き継ぐケアプランセン

ターの枠が埋まっていることが多く、ケアマ

ネジャー探しに時間がかかる。

・さほど生活に支障がない人・自分でで

きる人が、安易に介護サービスを利用す

ることで、本当に必要な重度の人の介

護サービス（身体介助など）に介護人

材が回らなくなる。

・人材不足の課題は切実である。

介護人員を増やすことが、孤立高

齢者を少なくさせことにつながる。

・医療従事者としてはケアマネ

ジャー不足も課題として感じてい

る。包括の方でどうにかできることで

はないので行政に何とかしてほしい

ところである。

1

【孤立する高齢者の問題】

・家族や地域との関係が希薄で、支援

介入が遅れ、深刻化・重度化してから

問題が発見されることが多い。

・病院から介護や医療を拒否している

高齢者に関する相談が増加している。

・支援が必要な在日韓国・朝鮮人の高

齢者が地域から孤立し、相談につながり

にくい。また、行政手続き等の支援に時

間を要する。

民生委員協議会の活動としても、

地域に住む高齢者が孤立しないよ

うに、地域のイベントや「おやじカ

フェ」(ふれあい喫茶)などに誘い、

状況把握や、つながりづくりに努め

ている。

生

野

区

27



区
N

o
地域ケア会議から見えてきた課題 区運協委員からの主な意見

取り組む

べき単位

課題解決に向けて取り組むべき方向性（内容）

（※市域課題の場合は、「必要と判断した理由」を記載）

包括圏域

・地域ケア会議の開催し、支援者間の関係づくりを行い、ネットワークの強化を

行う。

・区役所や障がい者基幹センターと連携し、つながる場の会議等を積極的に活

用し横断的な支援に向けて取り組む。

・認知症ネットワーク会議や各連絡会を通じて多職種連携を充実するとともに、

病院相談員との顔の見える関係作りの継続する。また、医師会いくころ隊や相

談連携室と連携し具体的な支援の方向性を図る。

区域

・認知症ネットワーク会議・在宅支援ネットワーク会議で、多職種連携や地域

関係者と地域の見守りに協働して取り組む。

・関係機関や区役所内の関係部署と連携し、地域ケア会議の開催やつながる

場を活用し、支援方針や役割分担を行う。

・基幹相談支援センターとの連携を強化する。

・精神福祉担当と連携し、地域住民や支援者に対し、区役所・こころの健康セ

ンター等で実施している精神保健相談事業や研修について情報共有し連携を

深める

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

精神疾患などの障がいを有する高齢者の支援が増加している。

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

精神福祉相談員の人数を現状に即して充足をしてほしい。

包括圏域

・地域ケア会議を通じ、役割分担や権利擁護を意識した支援の方向性の決定

を行う。

・支援者や地域住民に対し、あんしんさぽーと事業・成年後見制度についての

周知啓発を行う。

・地域住民や金融機関に対し、認知症の理解を深める研修や周知・啓発を行

う。

・地域住民や支援者に対し、人生会議（ACP）の周知啓発を行う。

区域

・区民に対し、パンフレットや広報紙等を活用し権利擁護にかかる周知・啓発を

行う。

・成年後見制度の利用促進、権利擁護に関する啓発、市長申立の円滑な対

応。

・在宅医療・介護連携相談支援室と連携し、区民・支援者向けに人生会議

（ACP） の周知啓発を行う。

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

・あんしんさぽーと事業や成年後見制度の利用開始までの金銭管理が難しい。

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

・あんしんさぽーと事業の柔軟な運営

・あんしんさぽーと利用者が多く、開始までに時間を要しており拡充が必要

・あんしんさぽーと事業や成年後見制度利用までの間の金銭管理を代行できる

体制づくりが必要

市域

市域

2

【複合的な課題を有する家庭への支

援】

・障がいを有する子を持つ親が高齢化

し、相談につながった時点で、介入が遅

れ、支援が長期化する場合がある。

・認知症以外にも、精神疾患などの障

がいを有する高齢者の支援が増加して

いる。

複合的な課題を持つ家庭の支援

で、3つの地域包括支援センターか

ら報告があり、生野区全体で取り

組んでいるということが分かり良かっ

た。「つながる場」の活動について

も、知る機会があれば、支援の動

きが分かるため良いのではないか。

生

野

区

生

野

区

3

【判断能力が低下した高齢者の金銭

管理や意思決定支援の問題】

・認知症や精神疾患をもつ高齢者の増

加により、金銭管理や意思決定に支障

がでている。

・家賃やサービス利用の支払いが、困難

となり在宅生活継続が難しい

・あんしんさぽーと事業や成年後見制度

の利用開始までの金銭管理が難しい。

「あんしんさぽーと」の利用開始まで

の期間が長く、ケアマネジャーやヘ

ルパーが、支援しているが、第三者

のお金を管理することに非常に重

圧がかかっているため、柔軟な受け

皿を作ってほしい。たびたび市域課

題として挙がるが、解決に向かって

いないように感じるため、いつ頃に

体制整備ができるのか次回までに

示してほしい。
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区
N

o
地域ケア会議から見えてきた課題 区運協委員からの主な意見

取り組む

べき単位

課題解決に向けて取り組むべき方向性（内容）

（※市域課題の場合は、「必要と判断した理由」を記載）

包括圏域

・幅広い世代に認知症や相談支援機関、成年後見制度等を周知し、要支援

ケースの早期発見・早期対応を図る。

・地域住民や支援者に対して、対応力向上のための勉強会や講演会を開催

する。

・地域ケア会議や総合的な支援調整の場（つながる場）の有効活用。

・自立支援協議会と協働し、介護支援専門員向けに複合的な課題を抱える

事例についての事例検討会を開催し、対応力向上を図る。

・ペットを飼育している高齢者に対し、必要に応じて「ペットもしもの安心カード」

を活用した啓発を行う。

区域

・パンフレットや区ホームページを活用した認知症や相談支援機関の周知。

・つながる場との連携及び活用の促進。

・自立支援協議会や在宅医療・介護連携推進会議における多職種連携や相

談支援機関の対応力向上支援。

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

・カスタマーハラスメントやペット等、課題が多様化している。

・支援者が介入した段階ではすでに困難事例化しているケースがある。要支援

ケースの早期発見・早期対応のためにも地域包括支援センターの正しい役割の

周知が求められる。

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

・介護サービスが円滑に行われるため、カスタマーハラスメントやペット飼育に関す

る対策が必要である。

・地域包括支援センターの認知度を高めるため、テレビやラジオCMなどの媒体を

利用した周知・啓発の検討。

・タイムリーな支援介入のため、包括的支援事業委託料の増額、包括職員の

増員の検討。

包括圏域

・地域ケア会議やつながる場の活用。

・民生委員などの地域支援者によるゆるやかな見守り継続の要請。

・積極的な日常生活自立支援事業（あんしんさぽーと事業）の利用促進。

・成年後見制度の活用及び周知活動の継続。

区域

・パンフレットや区ホームページを活用した相談支援機関や成年後見制度等、

権利擁護についての周知。

・日常生活自立支援事業（あんしんさぽーと事業）の利用促進に向けた普及

啓発。

・判断能力が低下する前から高齢者や家族、支援者がこれからの生活について

考え、共有することができるよう在宅医療・介護連携推進会議において人生会

議（ACP）の普及啓発等、取り組みの継続。

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

・町会未加入や、知り合いがいないなどひとり暮らしで身寄りもない地域住民が

孤立している可能性がある

・判断能力が低下しているが、身寄りがないために金銭管理や介護保険サービ

スの契約行為等に支援が必要な高齢者がいる。

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

・市全体として町会加入者だけでなく、未加入者にも地域の情報や相談窓口

の情報が周知されるよう取り組む必要があると考える。

・判断能力が低下する前に高齢者や家族、支援者がこれからの生活を考える

機会をもつことで、金銭的な課題を抱えることがないよう取組を進める必要があ

る。市においても、より積極的に日常生活支援事業（あんしんさぽーと事業）

や成年後見制度の周知・啓発が望まれる。

・円滑なあんしんさぽーと事業利用に向けた体制の充実。

・成年後見制度市長申立件数の増加に伴う体制の充実。

（戸籍調査・親族関係図作成等を全市的に集約化し、効率的に進むよう体

制の見直しが必要と考える）

市域

1

【複合的な課題を抱えた世帯の支援】

・「認知症」「ひとり暮らし」「キーパーソン

不在」「同居家族にも支援が必要」「経

済問題」「地域住民、介護事業所や住

宅管理会社とのトラブル（カスタマーハ

ラスメント含む）」「虐待」など、課題が

重複して対応困難となっている事例が

多数ある。

・在宅生活が困難になっているが、ペット

がいるために施設入所できない高齢者

がいる。また、多頭飼育崩壊リスクを抱

えている世帯もある。

・支援者が介入した段階ではすでに困

難事例化しているケースがある。要支援

ケースの早期発見・早期対応のために

も地域包括支援センターの正しい役割

の周知が求められる。

・市域で取り組むべきカスタマーハラ

スメント対策について、例えば条例

化を求めるなど具体策はあるのか。

➡過剰な要求を受けてケアマネ

ジャーや介護サービス事業所、包

括が現場で疲弊している状況があ

る。条例に限らず、ポスターや配布

物等での啓発など、大阪市全体で

の対策が必要であると考えている。

2

【孤立する高齢者の課題】

・単身世帯・高齢者のみの世帯が多く、

身近に異変に気付くことができる人が少

ない。

・町会未加入や、知り合いがいないなど

ひとり暮らしで身寄りもない高齢者が孤

立している可能性がある。

・判断能力が低下しているが、身寄りが

ないために金銭管理や介護保険サービ

スの契約行為等に支援が必要な高齢

者がいる。

・支援者が介入した段階ではすでに困

難事例化しているケースも少なくない。

・町会未加入の理由はわかるか。

町会費の支払いが負担であれば、

それに対する助成を検討しなけれ

ばならないと考えるが、煩わしいとい

う理由であれば町会自体の存続を

含めて町会活動内容の見直し等

の対応を考える必要がある。

・最近は町会未加入者だけではな

く、指定校変更・区域外就学の制

度を活用する子どもも増えており、

地域全体の結びつきが非常に希

薄になっている。

旭

区

旭

区

市域
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区
N

o
地域ケア会議から見えてきた課題 区運協委員からの主な意見

取り組む

べき単位

課題解決に向けて取り組むべき方向性（内容）

（※市域課題の場合は、「必要と判断した理由」を記載）

包括圏域

・地域住民、地域の関係者や各専門職に、認知症についてより正しく、より深く

知ってもらいながら共に支え合うため周知・啓発活動や勉強会の開催を行う。

・幅広い世代に認知症について周知し、要支援ケースの早期発見・早期対応

を図る。

・地域包括支援センターの周知活動の継続。

・地域ケア会議やつながる場の活用。

区域

・オレンジチームの広報、周知の継続。

・地域住民や支援者に対する認知症についての勉強会や講座の開催。

・キャラバン・メイトと協働したキッズサポーター養成講座の開催。

・認知症になっても安心して暮らせるまちづくりをめざした区内商店街との連携。

（認知症安心ガイドの配架やオレンジパートナーへの登録勧奨）

・認知症の日、認知症月間に合わせた認知症に関する周知啓発の継続。

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

・各世代が認知症を「我が事」として捉える必要がある。そのため若い世代から

高齢の世代まで全世代への認知症予防の知識の啓発と認知症予防への取り

組みが必要。

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

・小学生から中学生の子ども世代やその親世代は意識しなければ認知症の情

報を得る機会が少ない。市を挙げて認知症に関する情報の周知をする必要が

ある。

・認知症の周知啓発のために、認知症月間に市として大々的な取り組みを行う

ことで市民が認知症の事を考える機会が増えると考える。

・認知症高齢者の中には地域との関係が希薄で、孤立している人もおり、誤解

されやすい。地域住民に対し、正しい認知症の知識の普及が必要である。

包括圏域

・あさひつどいの場MAPを用いたつどいの場の周知活動の継続。

・介護予防についての普及啓発を継続する。

・生活支援コーディネーターと協働し、新たな介護予防に関する勉強会や体操

教室の開催など、高齢者の居場所づくりを模索する。

・高齢者・家族に対する自立に向けた考え方の周知・啓発。

・ケアマネジャーに対する自立に向けたケアプランの普及・啓発。

区域

・介護予防についての普及啓発。

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

・つどいの場参加の際の交通手段。

・つどいの場の担い手不足。

・自立に向けた意欲向上のための周知・啓発。

・自立に向けたケアプランの作成者不足。

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

・現在運行しているオンデマンドバスのエリアの拡大。

・つどいの場のボランティアの発掘や活動支援に向けた制度拡充が必要。

・自立に向かうことの必要性を市全体で周知していく必要がある。

・ケアマネジャーの待遇向上、辞めないための仕組みづくり（自立になった際のイ

ンセンティブ、業務外のシャドーワークの負担をさせないための制度改定など）が

必要。

3

【認知症高齢者の課題】

・後期高齢者を対象とした地域ケア会

議の開催割合が増えている。

・旭区民の3.5人に1人は高齢者であ

り、各世代が認知症を「我が事」として

捉える必要がある。そのため若い世代か

ら高齢の世代まで全世代への認知症

予防の知識の啓発と認知症予防への

取り組みが必要になる。

・区域での認知症の日、認知症月

間に合わせた認知症に関する周知

啓発について、今年度は広報紙の

９月号に「９月２１日は旭区をオ

レンジ色に！」という取組みの記事

を掲載していたが、包括でも啓発

活動を行ったのか。また、区広報紙

以外での啓発内容や、啓発の効

果などがわかれば教えてほしい。

➡強化型包括と連携し、包括・ブ

ランチのほか、医師会や社会福祉

施設連絡会、オレンジパートナーな

どの協力を得てオレンジ色のポス

ター掲示等の啓発活動を行った。

区ホームぺージには取組み状況を

写真付きで掲載している。来年度

はポスター掲示の継続のほか、イベ

ントの開催も検討している。

旭

区

4

【介護予防の課題】

・転居、性別、自宅からの距離、交通

手段等の理由により既存のつどいの場

に参加しにくい人がいる。

・介護予防サービス利用後に自立に

なった場合も、その後に通える場所が不

足しており、担い手も不足している。

・高齢者や家族に対する自立に向けた

考え方が十分に周知・啓発できていな

い。

・居宅介護支援事業所、ケアマネジャー

が減少しており、新規の利用希望者を

担当できるケアマネジャーを探すことが困

難である。

・介護度の低い高齢者は、重度の高齢

者と比較して、自立に向かう可能性は

高いが、ケアプラン作成料が安価で労

力に見合わないこともあり、自立に向け

たケアプランの作成者が不足している。

・要支援者の担当ができるケアマネ

ジャーがほぼいない状況が続いてい

る。区内のケアマネジャーの平均年

齢は55歳前後であり、今後更に

減ることが予想される。居宅介護

支援事業者連絡会としても研修

等でケアマネジャーを支える取組み

を続けるが、シャドーワークに対する

報酬の検討など、全国的な取組み

が必要であると考える。大阪市や

区と協力してケアマネジャーが辞め

ないための仕組みづくりを行っていき

たい。

旭

区

市域

市域
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区
N

o
地域ケア会議から見えてきた課題 区運協委員からの主な意見

取り組む

べき単位

課題解決に向けて取り組むべき方向性（内容）

（※市域課題の場合は、「必要と判断した理由」を記載）

包括圏域

・認知症の初期症状を見逃しやすいため、家族(認知症に関するリーフレット配

布)・地域(認知症サポーター養成講座・介護予防教室)を活用して日常の変

化を早期にキャッチする支援依頼。

・支援を必要とするひとり暮らし高齢者の潜在化を軽減する為、地域住民から

の情報収集が行えるよう、地域活動協議会の会議やイベントへの積極的参加

を通じた地域関係者や住民との関係構築の継続

・出張相談をはじめとするアウトリーチの継続による周知活動、早期介入の糸口

の構築をすすめる。

・生活自立支援相談窓口やあんしんさぽーと、成年後見制度を通じた金銭管

理支援に携わる司法書士や弁護士等の専門職や行政との平素からの連携に

努め、スムーズな支援が行える体制を構築

・地域住民向けに認知症や成年後見制度の理解のための勉強会を実施し、

地域支援力の向上を図ることで、情報収集に繋がる土台作りを行い、潜在化

を予防する。

・認知症のことを理解・普及啓発するために、映画会や認知症フェスタを開催す

る。

区域

・認知症予防の取り組み等を通じたひとり暮らし高齢者の社会参加の場作りや

周知の強化

・金銭管理支援の制度利用に必要な手続きのスピード化や拡充の提唱

包括圏域

・個別の地域ケア会議を積極的に開催し、支援者間で地域の個別課題にチー

ムとして支援する。

・クレームやハラスメントにより困難事例に至るリスクが高い為、安心して働ける

環境づくりの支援を進める。

・研修会の開催、カスハラに対しての契約書への追記や注意喚起の掲示方法

等の情報提供。また高齢者専門部会等など専門職団体が集まる場で第三者

機関弁護士、警察、行政などと連携し、法的視点からも助言対応ができる体

制整備を検討する。

・支援困難事例については、速やかに地域ケア会議を開催し、介護支援専門

員が一人で抱え込むことのないようチームアプローチを実践する。成功事例を共

有する機会を設けることで、ケア会議を活用しやすいような働き掛けを行う。

区域

・高齢者支援専門部会で系統的な研修会を実施（成年後見制度や高齢者

虐待等）

・個別の地域ケア会議において、支援者間で共通の課題として認識できるよう

調整する。

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

カスタマーハラスメント対策。

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

条例の制定など。

城

東

区

1

【認知症高齢者の課題】

・認知症の進行から判断能力が低下し

た状態で発見されるため、本人の意思

確認が困難で必要な支援に結びつかな

い。また、近隣トラブルや日常的な金銭

管理、生活基盤の構築等の支援導入

までに時間を要する

2

【介護者の課題】

・高齢者世帯では介護者の認知機能

低下に伴い、サービスや制度に対する間

違った認識と偏った思考により誤った介

護を行い、暴力・暴言・ネグレクトといっ

た虐待に発展する。

・介護者の認知症に対する理解不足に

加え、サービスや制度に対する間違った

認識により支援に激高し、暴言・脅し、

長時間の電話対応で業務に支障をき

たすことや職員が疲弊してしまう状況が

ある。

城

東

区

市域
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区
N

o
地域ケア会議から見えてきた課題 区運協委員からの主な意見

取り組む

べき単位

課題解決に向けて取り組むべき方向性（内容）

（※市域課題の場合は、「必要と判断した理由」を記載）

包括圏域

・成年後見制度や死後事務・遺言の理解普及に向けた啓発講演会の開催

・今年度作成した「お店の方へ　認知症の人への対応のポイント」冊子を活用・

配布し、認知症の人を理解・応援してくれるオレンジパートナーを増やしていく。

・周知活動として定期的に地域のイベントや取組みに参加し、地域の方とオレン

ジチームの顔の見える関係性づくりが必要と考えられる。

区域

・高齢者支援専門部会で系統的な研修会を実施。（成年後見制度や高齢

者虐待等）

・終活相談や死後契約について啓発を行う。

・個別の地域ケア会議において、支援者間で課題の整理を行いチームとして支

援できるよう調整する。

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

あんしんサポート事業や成年後見人等が選任されるまでの間、金銭管理を担う

機関や制度がない。

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

地域包括支援センターが本来業務の枠を超え、金銭管理を担わざる得ないこ

とがあるため、制度整備等が必要。

包括圏域

・見学やお試しを通して理解をしてもらう。上手くいった事例や体験談など実例

を挙げて伝えた方がわかりやすく、聞いた人が乗り気になるような説明をする。

・本人よりも家族の拒否の方が介入しにくい。暴言等で怖いと感じることもあり、

介入に苦慮するので、誰なら話ができるのかを探るなど、介入の手立てを検討す

る。

区域

・認知症の理解を深めるための活動を継続して進める。

・説明や介入の方法など支援者の能力を上げていくための取組みを実施する。

包括圏域

・本人・家族に関わる専門職だけでなく、地域住民にも必要な範囲で地域ケア

会議に参加してもらい、共に支援をしていく。

区域

・地域ケア会議やつながる場等で情報共有し、支援者の支援につなげる。

包括圏域

・ふれあい喫茶や百歳体操等の地域の催しに、顔つなぎのために包括が一緒に

同行し支援することで、地域住民との関係性を築き見守りに繋げる。

・個別ケースについても地域が見守りの役割分担ができる会議の場を作る必要

がある。

区域

・地域の相談窓口の周知が必要。

・区役所への個別相談があった際、各関係機関に繋げる。

・包括だけでは支援が難しい場合、見守り相談室との連携も必要。

鶴

見

区

3

【その他の課題】

・身寄りがないというだけで、医療や介

護に携わる支援者が介入を躊躇した

り、区役所や地域包括支援センターな

どに金銭管理や死後事務を一任しよう

とする傾向にある。

・施設や病院から利用料や入院費の支

払が滞っていること（未収金回収）か

らの成年後見申し立ての依頼は、制度

の本来の利用目的である権利擁護の

視点に相違がある。

・あんしんサポート事業や成年後見人

等が選任されるまでの間、金銭管理を

担う機関や制度がなく、地域包括支援

センターが本来業務の枠を超え、金銭

管理を担わざる得ないことがある。

城

東

区

2

本人や家族にそれぞれ認知症や障がい

があり、支援が必要な状態であるため、

その支援に関わる関係者が情報共有

し、役割分担をする必要がある。

地域住民同士という安心感のある

人が聴いてあげるだけでも荷物が

すっと下りることがある。認知症のあ

る人をほめることで関係が良くなるこ

ともある。

鶴

見

区

鶴

見

区

3

地域住民が見守りの必要な高齢者が

いると気づいていても、住民同士の顔の

見える関係性がなければ見守りにくく、

介入しにくい。

見守りが必要な高齢者の支援に

は地域住民の見守りが重要であ

る。また、役割分担もしておく。地

域の相談窓口の周知が不足して

いる。

市域

1

介護者のこだわりや制度の理解不足に

より、サービス利用や増回の拒否があ

り、本人にとって必要な支援ができず、

安全確保ができない。

「自分で出来ている」「誰の世話に

もなりたくない」という思いから拒否

する人が多い。

制度の理解が難しい場合は、わか

りやすい説明をすると良い。
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区
N

o
地域ケア会議から見えてきた課題 区運協委員からの主な意見

取り組む

べき単位

課題解決に向けて取り組むべき方向性（内容）

（※市域課題の場合は、「必要と判断した理由」を記載）

包括圏域

各専門職（介護事業者向け）には研修会や、包括的継続的マネジメントとの

一環で相談対応をしている。一般向けの対象としては総合相談として対応して

いるが、過度な要望や理不尽な要望に、どこまでの対応をするか検討することが

必要である。

区域

区の介護家族の会が休止状態であり、再度復活させて、まずは介護をされてい

る家族から疲弊感を取り除く必要がある。

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

ひとり暮らしでキーパーソン不在というケースは本人が拒否して介護サービスの利

用につながらない場合が多い。また、そのような対象者は地域との関係も希薄な

ため発見が遅れ、初期集中支援チームにつながった時にはかなりの認知機能の

低下が見られる。

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

周知活動のため、チラシや認知症ケアパスの配架を商業施設に依頼するも、大

阪市との包括連携協定をしている所からは協力が得られたが、その他では販促

活動のように認識され、断られることが多かった。地域との関係が希薄な高齢者

への支援協力として、商業施設の事業者への理解・協力の働きかけが必要と

考えられる。

包括圏域

・問題化深刻化する前に早期に関わりが持てるようにアプローチする。

・高齢者になる前の年齢層の方を適切な機関につなぐ。

・地域や関係機関との連携を強化する。

区域

・高齢になることによる生活の困難や課題（認知症やADLの低下）や対応す

る相談機関についての理解を地域や専門職・関係機関に啓発する。

・高齢者になる前の年齢層の支援体制について理解を深める。

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

精神疾患や生活困窮などの課題が未解決な状態が継続している

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

現役世代が課題解決につながるために、継続して伴走する社会資源が必要。

鶴

見

区

鶴

見

区

阿

倍

野

区

4

認知症高齢者や一人暮らしの高齢者

が増えている中で、地域の支援を必要

としている。支援拒否だけでなく、逆に地

域の支援を必要以上に要求される場

合も増えている。どこまで支援をしたらい

いのか？支援者も疲弊をしている。

支援者には専門職に限らず、認知

症高齢者の近隣住民等も含まれ

ると思うが、支援者の支援にフォー

カスすることが少ない。支援者のた

めの支援が必要である。

5

初期集中支援チームの相談対象者の

中で、ひとり暮らしでキーパーソン不在と

いうケースは本人が拒否して介護サービ

スの利用につながらない場合が多い。初

期集中支援終了後にも継続して関わ

り、適切な支援につながるまで見守る必

要がある。

認知症の症状に対する理解は普

及しつつあるものの、認知症の方へ

の介護についてはまだまだ難しく、

課題だと感じる。支援介入時の

サービス利用状況は医療のみが多

いが、内科では受診間隔が1か月

程空くので、対象者の変化に気づ

くかもしれないが、整形外科では受

診間隔が短く、気づきにくいのでは

ないか。初回面接時に受診科目を

確認して集計し、相談対象者の拒

否につながらない手前の段階で医

師との協働方法を探れないか？相

談経路は包括、ブランチが圧倒的

に多いが、それは高齢者に相談窓

口として周知された実績だと思う。

相談には勇気がいることなので、気

軽な相談窓口の存続を意識して

ほしい。

市域

市域

区域

1
精神疾患や生活困窮などの課題が未

解決な状態が継続している。

高齢者には地域包括支援センター

のように一括して相談をうける場所

があるように、64歳以下の人々に

も同様の窓口が必要だと感じてい

る。8050問題の子世代の支援に

ついて、課題に対して適切な機関

が対応していくことが重要である。

・初回面談時の聴き取り内容として、何で初期集中支援チームを知ったか、また

医療機関にかかっていれば、その科目を確認する。

・支援介入前にかかっている医療機関の科目を集計し、そのケースの相談経路

を確認する。医療機関からの相談でなければ協働を図ることができるように、医

療機関に対象者情報提供書を渡し、医師から情報提供や助言をいただく際

に、認知症初期集中支援チームの周知（ちらし配布など）を行う。

・区民への「気軽な相談窓口」として周知できるように、地域で開催されるイベン

トなどで、相談コーナーを設置する。

・気軽に、簡単なこと、身近な疑問などの相談を受け付けるという印象を持って

もらうよう、意識を持って取り組む。
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区
N

o
地域ケア会議から見えてきた課題 区運協委員からの主な意見

取り組む

べき単位

課題解決に向けて取り組むべき方向性（内容）

（※市域課題の場合は、「必要と判断した理由」を記載）

包括圏域

・生活支援体制整備事業や地域と連携し、高齢者が集う場の活性化を図る。

・新たな交流の場となる者の開拓。

・地域福祉コーディネーターなどの地域のコアメンバーとの連携強化。

区域

・公営住宅などの集合住宅の管理会社や町会との連携。

・体制整備事業と協働し、住民の集いの場を広げる。

・認知症や精神疾患、孤立による影響について理解を深める啓発を行う。

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

高齢者とその家族が誰とも繋がりをもっておらず、孤立している。

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

公営住宅の提供は居住スペースの提供だけでなく、地域や近隣・関係機関との

「つながり」も提供する視点をもって維持管理することが必要。SOSを発信するこ

とが困難になっていく高齢者を早期発見・早期対応するために住民のつながりが

重要。対象者の支援は専門職だけでは成立しないからこそ、気にかけあう関係

を維持・構築する住民に伴走することに特化した存在が求められる。

包括圏域

・警察・消防等を含めた行政機関、相談支援機関、地域住民、サービス事業

所等が連携し認知症高齢者の生活課題の解決につながった好事例の共有や

事例検討の開催。

・高齢者の日常生活に関わる地域住民や専門職を対象に研修を開催し、認

知症への理解を深めてもらう、早期発見・予防啓発を行う。

・ケアマネジャーと住民でできる勉強会を企画。住民が、自分事として考え、何

が足りないか、何があればいいかを検討する、ケアマネジャーの仕事やその他の専

門職との協働を知る機会を作る。

・介護保険制度をきちんと理解し、適切な利用ができるよう周知活動を行う。

・定期的、継続的な行事の開催など住民同士の関係性を築くことができるよう

な場をつくる。

・地域住民向け包括だよりを作成、配布し地域包括支援センターの周知に努

める。

・支援者向け研修の実施。

・インフォ-マル資源の周知

・残存能力を活かせるような機会、居場所を作る。

・人の集まる場に出前の相談窓口を作る。

・専門医に繋げる。

・さざんかオレンジチームの勉強会に参加してもらう。

区域

・住民や専門職を対象に研修を開催し、認知症の理解を促進し早期発見、

予防啓発を行う。

・区でケアパスを作成して、認知症患者本人に早期から活用してもらい、意思

決定に役立ててもらう。認知症になってからも、住み慣れた地域で自分らしく暮

らし続けることができることを目指し、そのことがBPSD（認知症の行動・精神症

状）の予防になることを周知していく。

・区内各種専門職・地縁団体等が参加する事例検討会や、認知症患者・そ

の家族向けの講演会、地域行事の周知等を行い、顔の見える関係作りととも

に、複合的な課題を持つ世帯への包括的継続的ケアマネジメントを行う。

・若年性認知症は65歳以下であり、仕事、家事、育児等多方面に影響が出

るため、専門職、公的機関、企業と幅広く周知を行っていく。

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

・住民に対する認知症の理解の促進。

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

理由：若い世代にも認知症を理解してもらい、地域での見守りを意識してもら

うため

方向性：小中学校等、学校教育において認知症に関する啓発を行う。

阿

倍

野

区

住

之

江

区

2

高齢者とその家族が誰とも繋がりをもっ

ておらず、孤立している。または、ADLの

低下や認知症・精神不調により安定し

た関係を維持できなくなっている。

認知症の進行や精神疾患の疑い

などにより、支援者との人間関係の

構築に時間を要し、支援が長期

化している。心配な人ほどコミュニ

ケーションを取らない。町会や民生

委員などの地域のコアメンバーと専

門職がつながりを作って見守ること

が重要だ。認知症と認知症の人の

理解を深める啓発活動に取り組む

ことにより、互いに分かり合うことが

大切である。

1

【認知症関連】

・住之江区は、年々高齢化率が高く

なっており、それに伴い認知症の患者も

増加している現状がある。早期に認知

症等による変化を把握し、相談・支援

につながる地域ネットワーク構築が必要

である。

・BPSD（認知症の行動・心理症状）

が出現すると、施設入所という流れがあ

るが、生活のしにくさが出てきても住民

同士が支えあい、理解しあえるまちづくり

が必要

・住民に対する認知症の理解の促進

・住民の認知症理解だけではなく、これ

までの関係性の構築、本人への理解が

重要

・ケアマネジメントに対する支援者の認

識に差があるため、利用者支援に支障

がある。

・若年性認知症の場合、疾患が多岐に

わたり、特に精神疾患が多い傾向にあ

る。その為、他機関との連携は不可欠

である。

・日頃のつながり方、人をみる繋が

りが必要。イベント等に参加するこ

とで、認知症や障がいのある方を

知る機会になる。

・知識だけではなく、人を見る、アセ

スメントが重要。

・認知症について、肌に感じながら

生活できる環境が無い。教育が必

要。

・認知症本人の声の把握も必要。

行事やイベントで時間を共有でき

る機会が増えれば普及啓発につな

がるのではないか。

市域

市域
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区
N

o
地域ケア会議から見えてきた課題 区運協委員からの主な意見

取り組む

べき単位

課題解決に向けて取り組むべき方向性（内容）

（※市域課題の場合は、「必要と判断した理由」を記載）

包括圏域

・虐待等に対し早期発見、早期対応できるためのネットワークを構築する。

（顔の見える関係性づくりやニーズをキャッチしやすい場づくり）

・地域住民向け包括だよりを作成、配布し地域包括支援センターの周知に努

める。

・民生委員・老人会等、小地域での研修の実施。

区域
・民生委員など地域役員への研修の実施。

包括圏域

・専門職に対し精神疾患の理解促進のため研修の開催。

・複合的な課題のある世帯に対しての連携体制の構築。

区域

・つながる場を活用して、包括・ブランチで事例の検討・共有を行い、スーパーバ

イザーからの助言を受け担当者の負担軽減やスキルアップを図る。

・多職種、多機関を対象に研修、事例検討会を開催し、顔の見える関係つくり

と、理解の促進を図る。

・障がいや精神疾患のある高齢者以外の支援機関についての情報共有。

包括圏域

・地域役員やボランティアにつなげ、地域全体で見守り体制づくり。

・地域の喫茶や行事に本人と一緒に参加し、地域とのつながりづくり。

・家族へのアプローチによる関係性の再構築。

・包括ならびに生活支援体制整備事業で作成した社会資源紹介冊子「住之

江ライフ」、社会資源マップ「住之江区みてみてマップ」の活用推進。

・自立支援型ケアマネジメント小会議等での事例検討や、実際に自立支援・

重度化防止につながった事例の共有。

・相談窓口として地域で広く周知してもらえるように、SNSの活用や出前相談

会等用いて広報活動を行い、早期相談へつなげる。

・地域活動の継続開催。

・新たな活動の場の創出により新規参加を促す。

・出前相談会の開催。

・地域活動へ参加し、地域住民との関係性を築き、小さな気づきから早期発

見、早期対応を図る。

・消費者被害防止の啓発を行う。

・細分化された集いの場を作る。

・地域のお祭り等イベントにより参加してもらう工夫。

区域

・区行事において、包括支援センター、ブランチなど相談窓口の周知、地域活

動の周知。

包括圏域

・疾患別のケアマネジメントの視点やサービス担当者会議での検討ポイントなど、

自立支援型ケアマネジメント小会議で研修・事例検討を行い、主治医を含め

たチーム支援の充実につなげる。

・地域活動の周知を行う。ラジオ体操の募集の周知活動を行う。

・予防計画書などの確認を行い不適切なプランになっていないか助言を行う。

区域

・地域活動の周知を行う。

住

之

江

区

住

之

江

区

住

之

江

区

住

之

江

区

2

【高齢者虐待関連】

・虐待や不適切な支援を受けていても

明るみになりにくく、発見が遅れる。

・区で頑張って進めてほしい。

3

【精神疾患関連（家族にも課題有）】

・高齢の精神障がい者への理解の促

進。

・引きこもり、精神疾患等の課題のある

家族と同居する高齢者の連携支援。

・区内では精神科1か所だけの環

境下で、包括が事例検討等意識

して開催してくれている。

・外に出る、家族で出かけることが

難しい。周囲の目が気になる。他の

家族が地域に出そうとしない、自分

が大変だから一緒に行かない等。

家の中から外へ出ないのが大きな

課題か。

・事例検討でSVからアドバイスもら

う等も大事。

・家族への支援も考えないといけな

4

【孤立関連】

・家族、地域とのつながりが希薄であり、

精神的な不安定さ、社会的孤立、依

存症等につながりやすい。

・課題が重篤化、深刻化してから発覚

する。

・孤立化による犯罪被害のリスクがあ

る。

・本人が支援につながりにくい背景や、

本人の趣味・嗜好等を踏まえた多様な

社会資源の活用支援が必要である。

・体操等の機会があっても、参加

者が集まらない地域がある。事業

所と包括で協力してイベント等でき

るといい。

・ブランチが無くなって、困っている

人の相談吸い上げができていない

のではないか。相談窓口を増やす

のも大事だと思う。

・住民同士のつながりがない。

・小・中学校を巻き込むことも良い

のではないか。区や区社協と相談

しながら進めてほしい。

5

【生活支援、サービス調整】

・地域活動の周知不足。

・疾患や「現状の生活を継続した場合

のリスク・予後」について、本人・家族が

理解・納得しやすい説明を支援チームと

して十分に行う必要がある。

・今できていることもあるので、周知

を続けてほしい。
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区
N

o
地域ケア会議から見えてきた課題 区運協委員からの主な意見

取り組む

べき単位

課題解決に向けて取り組むべき方向性（内容）

（※市域課題の場合は、「必要と判断した理由」を記載）

包括圏域

・支援関係者と連携した金銭管理等の支援（生活保護受給者の場合は担

当CWからの指導等を依頼）

・専門職団体の協力による無料相談会の実施、後見、任意後見制度の理

解、啓発のため研修会の開催。

・地域ケア会議を開催して連携が必要な他機関と支援方針を検討・共有しな

がら適切な支援へとつなげる。

区域

・あんしんさぽーとを拒否するケースの金銭管理等、介護支援専門員の業務の

範疇を超える支援困難ケース対応についての情報交換。

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

・判断能力の低下により本人がどのように生きたいか、支援者や家族が把握で

きない。金銭管理の支援へと繋がりにくい。

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

理由：本人の意思が尊重されることで、本来必要な金銭管理の支援につなげ

られず、より重篤化後に法定後見につながる状況がある。

方向性：あんしんサポート契約能力はないが、後見制度の利用を拒む方への

支援制度を作る。

包括圏域

・弁護士等のスーパーバイズを活用した権利擁護と危機介入の観点を踏まえた

支援方針の検討・チーム支援。

・住民に向けたACP研修の開催継続。

・専門職団体の協力による無料相談会の実施、後見、任意後見制度の理

解、啓発のため研修会の開催。

・人生会議や意思決定支援の必要性を、地域住民や、専門職に向けた勉強

会を企画する。

・地域ケア会議を活用し、必要な支援策の検討、支援できる人に繋げ効果的

な支援を行う。

区域

・専門職、地域住民にむけたAＣＰ研修の開催。・任意後見制度の普及啓

発。

・居宅介護支援事業者連絡会等で、本人の意思決定支援についてケアマネ

ジャーへの啓発を行う。

住

之

江

区

8

【地域資源の活用】

・介護保険以外の社会参加が少ない。

・インフォーマルサービスをケアプランに位

置づけし、自立支援の視点で支援を行

う。

・次年度の取組みを期待する。 包括圏域

・地域活動やボランティア等の情報提供をすることで他者との交流やつながり作

りができる機会を作る。

・男性が参加しやすい活動の場の創出が必要。

・介護支援専門員に対し自立支援の視点からのケアプラン作成研修の開催。

・介護支援専門員に対し社会資源の情報発信をする。また、一部委託契約

時に利用者の住まい地域の地域活動を情報提供することで、介護支援専門

員への意識づけになる。

住

之

江

区

9

【めまいの改善】

・めまいによって自立を阻害されることが

多いが、原因を特定することが難しいた

め改善されないことが多い。

・色々な資料を参考にして冊子を

作成してはどうか。
包括圏域

・めまいについて助言となるような冊子を作成する。

・理学療法士の訪問によるアセスメントや助言等の実施。

住

之

江

区

住

之

江

区

7

【意思決定支援】

・認知症高齢者の自己決定が本人の

安全性や近隣の不安・被害等の解消と

相反する場合の支援方針の統一。

・本人の病識や理解力の低下により意

思決定支援が難しく、介護や医療サー

ビスへ繋がりにくい。

・在宅生活を望んでいたが、施設利用

をせざるを得ない場合、本人の意思がど

こまで尊重されるべきなのか。

・本人の意向と、家族や支援者の意向

のすり合わせができず、本人の意思決

定が尊重されないことがある。

・地域住民にACPを周知啓発する

ために、まずは支援者が自身の身

内と話し合うことから始めてほしい。

市域

6

【金銭管理関連】

・認知症はないが浪費等、適切な金銭

管理ができないケースへの支援

・判断能力の低下により本人がどのよう

に生きたいか、支援者や家族が把握で

きない。金銭管理の支援へと繋がりにく

い。

・市域の課題について、大阪市とし

て取り組んでほしい。
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o
地域ケア会議から見えてきた課題 区運協委員からの主な意見

取り組む

べき単位

課題解決に向けて取り組むべき方向性（内容）

（※市域課題の場合は、「必要と判断した理由」を記載）

包括圏域

・生活体制整備事業やボランティア市民活動センター、施設、地域等と連携

し、居場所の活性化を図る。

・関係機関と連携し、地域や家族、ケアマネジャー等の支援者、学生に向けて

認知症の理解に関する講演会やイベント、勉強会を行うとともに、支援が必要

な世帯の早期発見・早期対応に努める。

・「本人支援」のために信頼関係構築及び権利擁護の視点を持ち相談員の支

援力を向上する。

区域

・現役世代や若者等の地域住民が参加できるイベント、区役所窓口、広報誌

等で認知症や権利擁護に関する啓発活動を行う。

・支援者の対応力向上のための勉強会、研修の提案を行う。

包括圏域

・早い段階から地域ケア会議等を活用し支援方針を確認し、連携を図る。

・成年後見制度やあんしんサポートの利用促進に向けた地域住民や支援者へ

の普及啓発活動を行う。

区域

・区役所窓口、広報誌等で成年後見制度に関する啓発活動を行う。

・包括支援センターの後方支援、区役所内の他部署との連携を支援する。

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

・あんしんサポートの導入に１年程度かかる

・日常的に必要な金銭管理を含む生活課題解決のための支援者や制度が不

足している。

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

・あんしんサポートは市全域における事業であるため、各区の状況を踏まえた事

業運営が必要であると考え、対象者の拡充も含めた事業拡充を検討する。

包括圏域

・地域ケア会議で情報共有、課題の共有を行い、役割分担を明確にする

・介護支援専門員に対する研修

・ACPをキーワードとして、家族間で今後の生活について考える機会を持てるよ

う支援する。

・障がい者支援機関機関とのネットワークづくり

区域

・包括支援センターの後方支援、区役所内の他部署との連携を支援する。

・精神保健福祉分野の疾患、制度、ケースとの関わり等について学ぶ機会を支

援する。

住

吉

区

住

吉

区

住

吉

区

市域

1

【介護予防支援体制・普及啓発】

・高齢者のニーズに合った社会資源を

作り、閉じこもり予防に努める必要があ

るが、場所の問題や担い手不足の問題

がある。

・認知症に関する知識や理解が十分で

はなく、認知症の方が地域や家族から

孤立してしまう。

・認知症を発症しても安心して暮らせる

地域づくりなど、高齢者が住み慣れた地

域で生活を続けるための支援体制づくり

が必要である。

・精神疾患や何らかの障がいがある子を

支える世帯が孤立を深めないようにする

関わりが必要である。

・包括の活動報告などを地域で複

数回してもらえると、住民が自分の

住んでいる地域の実態を知る機会

になると思うのでお願いしたい。

2

【金銭管理】

・あんしんサポートの導入に１年程度か

かるなど既存の制度では早期対応でき

ないことが多く、その間、特定の支援機

関に過大な負担がかかる場合がある。

・認知症等で判断能力が低下し、日常

的に必要な金銭管理を含む生活課題

解決のための支援者や制度が不足して

いる。

・一人暮らしの高齢者が多い中、

日々の生活支援で契約や金銭管

理が必要な対象者が多い。民間

サービスも増えているが安全性は不

明。公的な制度の充実が望まれ

る。

・ケアマネジャーをはじめとする日々

支援にあたる支援者への研修を検

討してみる。

3

【複合課題】

・認知症や精神疾患など複合的な課

題を抱える世帯への支援が増加してお

り、他職種連携が必要である。

・複合課題を抱える世帯への支援にお

いて、意思決定に困難さがある場合、

支援が困難となることがある。

・障がいの方は障がい特性のため

新しい人やサービスにつながりにくい

方も多く障がいサービスから介護保

険サービスへの移行がスムーズにい

かないことがある。今後も積極的に

連携していきたい。

・薬局でも居宅介入しているところ

がある。認知症やひとり暮らしの方

との関りが増えており、他職種連携

の必要性を感じている。ケア会議に

参加している数は少なく、出席を声

掛けしてほしい。
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区
N

o
地域ケア会議から見えてきた課題 区運協委員からの主な意見

取り組む

べき単位

課題解決に向けて取り組むべき方向性（内容）

（※市域課題の場合は、「必要と判断した理由」を記載）

包括圏域

・セルフネグレクトアセスメントツールを活用することで、緊急性や介入の判断等、

共通認識をもって支援にあたる。

・ひとつの機関だけで抱え込まず、地域ケア会議等にて地域組織や多様な専門

機関で情報共有し、協働して支援にあたる。

区域

・セルフネグレクトケースに関する研修会、振り返りのケア会議、ケース対応後の

検証等を開催し、包括や関係機関のバーンアウト防止、対応力向上につなげ

る。

・保護課と業務上の連携を積み上げていくことで、できる限り早期に相談しても

らえるようにしていく。

・セルフネグレクトサインシートを活用した見守りの視点を地域に伝え、見守りに

おける気づきに活かしてもらう。

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

・セルフネグレクト状態の方への関りにおいて、統一した指針等がないため緊急

度の判断や介入の必要性、タイミング等、支援方針や支援内容が支援者に

よって乖離が大きい。

・生活が破綻するなど記入性が高いケースにおいては、支援者のマンパワー不足

やバーンアウトにつながるリスクがある。

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

・セルフ・ネグレクトへの対応マニュアル、指針等の作成が必要

理由：セルフ・ネグレクトケースについては虐待対応に準じた対応を行う、とある

が明確なマニュアル、指針等がないため

・法律の専門家に気軽に相談やスーパーバイズしてもらえるような仕組みが必要

理由：緊急性が高いケースにおいては、頻回な制度外の対応や、それでも課

題解決につながらないという焦燥感、挫折等があり、支援者が心身共に疲弊し

バーンアウトにつながりやすいため

包括圏域

・各事業を通じ、住民や専門職がフレイルに関する理解を深め、その予防を念

頭においた暮らしや支援の検討が行えるよう引き続き啓発活動に取り組む。

・各圏域におけるインフォーマル資源の整備について、住民、専門職、生活支援

コーディネーターが連携し目標設定等ができるよう働きかけを行う。

区域

・口腔機能向上や栄養の偏りや低栄養、これらのアセスメントをケアマネジャー

等は事業内で標準的に取り組む事ができるよう仕組みづくりに取り組む。また、

医療職と介護、福祉の専門職がより効果的に連携できるよう、事業を通じ関わ

る機会を生み出していく。

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

・自立支援型事業において、本会議検討ケースの準備時にセラピストがケアマ

ネジャーや地域包括と同行訪問しアセスメントを行う仕組みが必要である。

・フレイル予防をより効果的なものとするため、若年（壮年）層への啓発が必

要である。

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

・対象者のアセスメントを医療職と行う事がより具体的な提案を生む。対象者

やケアマネジャー対しても事業参加への動機付けに繋がる。また、不足する資源

の検討もより多角的な視点で行われる事が見込まれるため。

・各事業を通じ、全体的に健康意識が高まっている事を実感として持つが、心

身機能が低下した後に取り組む例が多い。活動や参加の必要性はその前段階

から必要である事を広く訴える必要があると判断したため。

東

住

吉

区

東

住

吉

区

1

【セルフネグレクト状態の高齢者への支

援対策】

・判断能力の低下、親族の支援がな

い、近隣トラブル、経済困窮、極端に不

衛生な住居、ライフラインの停止等が重

なり、生活環境が悪化しているにもかか

わらず、改善に向けた動きを取らない、

あるいは支援を受け入れない等のセルフ

ネグレクト状態にあるケースが多い。

・すでに生活が破綻し、改善が難しい状

況になってから相談が入ることが多い。

早い段階から相談してもらうための仕組

み作りが必要。

・セルフネグレクト状態の方への関りにお

いて、統一した指針等がないため緊急

度の判断や介入の必要性、タイミング

等、支援方針や支援内容が支援者に

よって乖離が大きい。

・生活が破綻するなど記入性が高い

ケースにおいては、支援者のマンパワー

不足やバーンアウトにつながるリスクがあ

る。

・セルフネグレクトに陥らないように

するためには行動変容が必要であ

る。　　　　　　　　　　　　・無関心

期を関心期に持っていくのにはアセ

スメントだけではなく理論的に対応

していくことが必要ではいか。

・地域ケア会議や関係機関との連

携だけではセルフネグレクトを解決

するのは難しい。これまで対応して

きて上手くいかなかったケース等の

情報を共有して欲しい。

・セルフネグレクトをチェックすること

ができるツールがあれば、自身で気

づけるのではないか。同時に相談

先を明記してはどうか。区民に広く

周知するために広報等に掲載する

等の取り組みをしてもいいのではな

いか。

2

【フレイル予防対策】

（自立支援型事業や介護予防支援

事業を通じ『フレイル予防』の理解促進

と支援具体化を研修等の経過より）

・『口腔機能や栄養面の課題』につい

て、アセスメントと具体的な支援対策が

不足している。

・『“活動”に繋がる社会資源』を現在よ

りも多様化させる必要がある。

・フレイル予防への対策は『要支援とな

る前から』意識し取り組む必要がある。

・ケースと関わる際は、口腔内の状

態を見てもらたいが、見てくれている

支援者はあまりいない。口腔内を

見るためには信頼関係の構築が必

要であるため信頼関係を築いて欲

しい。

・口腔内の状況を確認するために

大阪市の歯科健診等の利用を勧

めていきたい。

・要介護者にならないように普段か

らフレイル予防をしておく必要があ

る。

・単身生活では意識が低下し、栄

養状態を維持していくことは難しい

と感じる。

・以前に比べると地域との関わりが

希薄になっており、男性の社会参

加も難しい。フレイル予備軍の掘り

起こしができたらいいが、地域の情

報が入らないと、どこに行ったらいい

かわからない。地域の取組み状況

がわからないため、全家庭にいきわ

たるような広報等を活用し、地域

の情報を知ってもらいフレイル予防

をしようという気持ちになればいい。

・地域活動に参加して初めてわか

ることもあるので待っているだけでは

なく、こちらから訪問する等出向い

ていくことが必要である。

市域

市域
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区
N

o
地域ケア会議から見えてきた課題 区運協委員からの主な意見

取り組む

べき単位

課題解決に向けて取り組むべき方向性（内容）

（※市域課題の場合は、「必要と判断した理由」を記載）

包括圏域

・ケアマネジャーと医療の連携を促進するため、個別ケースを通した後方支援を

行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　・医・介連携コーディネーターと連携し、かか

りつけ医を持ち、治療が継続できるよう調整する。

・高齢者と家族が正しく認知症を理解することで、早期に相談できるよう研修・

啓発の取り組みに協働する。

区域

・認知症の理解と権利擁護支援を促進するため、多職種・住民を対象とした

研修会の開催や社会資源の情報提供を行う。

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

①・②の問題の予防と早期介入の取り組み

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

認知症を発症する前からの生活習慣の改善等の健康教育や将来を予測した

権利擁護サービスの啓発が必要ではないか。

包括圏域

・成年後見制度やあんしんサポート事業に関する周知活動

・成年後見制度がスムーズに活用できるように他機関と連携しながら相談対応

する。

・地域包括の周知活動（出張相談会や広報誌の発行）

・金融機関との連携強化

区域

・成年後見制度やあんしんサポート事業に関する周知活動

・判断能力がまだある段階から高齢者や家族、支援者がこれからの生活につい

て考え、共有することができるよう在宅医療・介護連携推進会議においてACP

の普及啓発の取り組みを継続する。

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

公的な制度へ繋がるまでの期間が長く、その間の金銭管理が課題。

解決するまでに時間がかかり支援者が疲弊する。

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

・あんしんサポートを利用開始までに時間がかかりすぎており（約半年）、速や

かに利用できるよう体制整備等。

・あんしんサポートの利用者として認知症と診断されたケースは利用を断られる

が、対象者の整理が必要。

・金銭管理が困難なケースにおいて、成年後見制度やあんしんサポートなどの公

的サービスに繋がるまでの期間が長く、それまでの間の金銭管理が困難なため、

速やかにかつ容易に金銭管理サービスが使える環境の整備。サービスに繋ぐまで

の間、法的に担保された金銭管理制度の創設が必要。

・後見市長申立を速やかに対応できるよう、全市的に集約化し効率的に進む

よう体制の見直しが必要。

東

住

吉

区

平

野

区

1

【金銭的な課題を抱えた高齢者の支

援】

・金銭管理が困難で、家賃やライフライ

ン等の滞納があるものの、自身で状況

把握ができず放置。また、公的な制度

へ繋がるまでの期間が長く、その間の金

銭管理が課題。

・家族が本人の金銭管理等に関し意

見するが直接的な支援は拒否、成年

後見制度やあんしんサポート等の公的

サービスに繋げることができない。

・認知症や容易に借金するため生活が

破綻する状況になって介入したり、解決

するまでに時間がかかり支援者が疲弊

する。

・成年後見やあんしんサポートの利

用が行えるまでの対応をどうするか

が課題。

・金銭管理に関して、キーパーソン

がいない場合、公的サービスにつな

げるまでの期間に対応する仕組み

が作れないか。

あんしんさぽーと利用開始までに時

間を要する現状ではあるが、そもそ

も本人が利用の意思を持って契約

するものであることから、支援者が

必要であると感じていても本人が

拒否（利用拒否・利用難渋）す

ると契約は難しい。

・金銭管理は本来ケアマネジャーの

業務外であるが放置されている。

民間の金銭管理団体はあるものの

信頼性が担保されず紹介しづらい

ため、行政が民間の団体の信頼

性を担保するなどなんらかの対応を

して欲しい。

以前から意見を言っているが一向

に改善されないため、何かしらの対

応をお願いしたい。

3

【認知症に関すること】

①ひとり暮らし・高齢者世帯・同居家族

も含めて複合的課題を抱える支援困

難ケースが年々増えている。

②かかりつけ医がない、持病があるにも

関わらず長期に治療を中断している等

のケースにおいて、認知症が進行した状

態になってから把握されている。

③医療との壁を感じているケアマネ

ジャー等の専門職が多い。複合的課題

に対応するには、医療機関だけでなく、

幅広い多職種連携が必要である。

かかりつけ医がない場合や持病が

あるにも関わらず長期に中断してい

るケースで認知症が進行している

ケースがある。　　　　　　　　　　アプ

ローチの方法として長寿健診や歯

科健診等の無料で受けられる健

診を勧めるなどし、医療や介護サー

ビスにつなぐきっかけにしてもたいた

い。

市域

市域
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区
N

o
地域ケア会議から見えてきた課題 区運協委員からの主な意見

取り組む

べき単位

課題解決に向けて取り組むべき方向性（内容）

（※市域課題の場合は、「必要と判断した理由」を記載）

包括圏域

・障がい者支援機関とのネットワークづくり。

・アセスメント力・連絡調整力等スキルアップのための外部研修や事例検討への

参加。

区域

・つながる場の活用。

・精神科領域の対応力向上のため高齢者支援にかかる専門相談の実施。

・障がい者支援機関やくらしさぽーとセンターとの連携・意見交換、ネットワーク作

りにかかる後方支援・協力。

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

一部の不当な要求やカスタマーハラスメントと考えられる行為により、介護保険

事業者が疲弊させられている。

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

福祉・介護サービス事業者へのカスタマーハラスメントに対して、毅然とした対応

を行う姿勢の表明。条令の制定や具体的な運用、対応策など行政、保険者と

しての事業者へのバックアップ体制の構築。より積極的な取り組みや働きかけを

先んじて大阪市として行う必要がある。

包括圏域

・各団体との連携による認知症支援ネットワークの充実

・認知症の早期発見・対応に向けた地域への啓発

・認知症の理解・普及のための研修会・講座の開催

・見守り相談室、オレンジチームとの連携強化（チームオレンジの登録勧奨）

区域

・区認知症予防推進事業「いきいき脳活」の実施

・平野区認知症高齢者等支援ネットワーク「るんるんネット」へ参画し、区民、

専門職へ認知症理解の普及啓発。

・認知症初期集中支援事業関係者会議や地域ケア会議等にて認知症に関

する課題の共有や協働した取り組みについて検討する。

・相談窓口の積極的広報。

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

家族と疎遠であったり、キーパーソンがいない高齢者も多く、地域住民等が認知

症に気づいていても相談窓口につながるまで時間がかかる。

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

・認知症高齢者が保護された場合、身元を引き受ける家族がいない場合の移送に

ついて、各関係機関の役割分担の明確化や費用負担等について警察との調整が必

要。

・認知症に対し早期発見・早期治療につながるためにも、幅広い年齢層に認知症と

いうものを知ってもらえるよう小・中学校で必須授業とするよう働きかける。

平

野

区

平

野

区

2

【複合的な課題を抱えた家庭への支

援】

・家族も認知症や障がいなどにより病気

や制度の理解が難しく、キーパソンとして

の役割を担うのがむずかしくケアマネ

ジャー等が本来の業務・役割ではない

対応にも労力・時間を費やされている。

・世帯が抱えていると考えられる問題を

自己解決できないが、「困っている」自

覚がなく、信頼関係の構築が困難で支

援機関の介入受け入れもスムーズでは

ない。(支援拒否)

・障がい者支援機関など他分野の専門

職との連携が進展しており、スムーズな

支援ができることも増えてきた。

・一部の不当な要求やカスタマーハラス

メントと考えられる行為により、介護保

険事業者が疲弊させられている。

・カスタマーハラスメントについて事

業所は困ることがよくある。役所・

包括のバックアップ体制が大切。

・カスタマーハラスメントへの対応は

まだまだ議論が必要であり、対応す

る専用部署の各所設置を検討す

る必要があると思う。

・他分野の専門職との連携が進展

しているとのことですが、やはりス

ムーズな支援のためにもこのような

連携は必要不可欠なことだと思

う。

3

【認知症等の病状の理解不足と支援の

遅れ】

・高齢者夫婦のみの世帯で双方が認

知症になった場合は受入れも悪く早期

対応が困難になるケースが多い。

・本人の病識がないケースが多く見ら

れ、支援者側も医療知識が不足してい

たり、医療関係者との連携に課題があ

る。

・家族と疎遠であったり、キーパーソンが

いない高齢者も多く、地域住民等が認

知症に気づいていても相談窓口につな

がるまで時間がかかる。

・家族がいても相談が入るまでに時間が

かかるケースが多い、認めたくない、親の

威厳が強く指摘できない、気づいていな

いなど要因は様々。

・若年性認知症の方の居場所作りの必

要性

・認知症の普及啓発はさらに進め

ないといけない事項。

・地域への継続的な啓発活動を

続けてください。

・早期発見の重要さを再認識し

た。もっと気軽に早い段階で相談に

行けるような啓発（相談：認知

症になっていないことの確認）を

行っていただきたい。

・地域住民などの気づきの視点を

増やせるよう研修会・講座を地域

で取り組んでいただけるよう促してく

必要がある。

・認知症を少しでも早期発見・早

期治療につながるためにも、幅広い

年齢層に認知症というものを知って

もらえるよう福祉教育は学校での

必須授業になれば良い。

・高齢になっても元気で暮らせる地

域作りのために、声をかけあい居場

所へ誘うなどが大切。

市域

市域
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区
N

o
地域ケア会議から見えてきた課題 区運協委員からの主な意見

取り組む

べき単位

課題解決に向けて取り組むべき方向性（内容）

（※市域課題の場合は、「必要と判断した理由」を記載）

包括圏域

・地域資源の情報を住民、専門職に周知をする。また、適宜更新し最新の情

報を提供できるようにする。

・各地域組織の会議出席時における情報交換。

・男性高齢者の居場所作りへの支援。（生活支援コーディネーターとの協働）

・生活支援コーディネーターとの集いの場の情報共有会議の開催。

区域

・自立支援型ケアマネジメント会議への参画。

・4事業連絡会（在宅医療・介護連携相談支援室、生活支援コーディネー

ター、認知症強化型包括、包括）連絡会が開催できるよう後方支援。

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

余暇活動を充実するための社会資源が不足している。

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

地域の社会資源の発展や継続には、市の施策による更なるバックアップが必

要。

包括圏域

【予防的な支援の介入を実現する】

・地域包括支援センターの役割を地域住民に広く周知啓発。

・地域での早期の気づきを増やし相談してもらえるように、出張講座の開催等で

顔が見える関係作りや、地域住民の見守り意識を醸成する。

・日常生活自立支援事業（あんしんサポート）、成年後見制度の周知や早

期活用。

・ケアマネジャーとケースワーカーの役割理解と勉強会の開催。

・精神保健担当保健師や認知症初期集中支援事業と連携。

・ひとり暮らし高齢者の生活実態の把握に向けた情報収集。

区域

【予防的な支援につながるよう、様々な機会を通じて相談窓口の周知】

・在宅医療介護連携推進事業との連携、保健連携部会との協働。

・地域包括支援センターとケースワーカーの意見交換の場を設ける。

・任意後見制度の活用や死後事務委任契約への助成制度の検討。

・あんしんサポート・成年後見制度の周知と市長申し立て制度の活用。

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

地域包括支援センターの周知。

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

・今後ますます課題が複雑化することが予測される中、地域包括ケアシステム

構築に向けて、高齢者に関わる機関以外の行政機関や若年層、教育関係者

など、より幅広く周知することが必要。

1

【ひとり暮らし高齢者への支援】

・地域とのつながりがなく、社会的に孤

立し、支援や介入拒否（セルフネグレク

ト）不衛生な環境で生活している。

・金銭管理や権利擁護の必要性。

・キーパーソンがいない。

・地域包括支援センターの周知。

・地域とつながりをもつために、地域

の通いの場の周知が必要。既存の

居場所だけでなく、新たな居場所

を包括やブランチと関係機関が連

携しながら考え、さらに周知ができ

れば良い。

・地域包括支援センターの周知

は、区役所でも行えることがあると

考える。

平

野

区

西

成

区

4

【社会資源の充実・活用】

・本人・家族・支援者・地域住民等が

十分に把握・理解できていない。

・地域の集まりの場所が遠くなると辞め

てしまう高齢者が多い。

・余暇活動を充実するための社会資源

が不足している。

・住宅の建て替えによる転居でコミュニ

ティーが消滅してしまい住民同士で交流

する機会が減っている。

・SNSなどを活用促進し、地域資

源を周知することが大切。大阪市

のホームページのシステムが増えす

ぎ自由性がなく箇条書きしかでき

ず、広報が不十分となりがち。市で

もっとシステムを工夫していただきた

い。

・広報、PRしても関心のない人に

は頭に残らないので媒体や手段を

いろいろ組み合わせていくしかないと

思います。余暇活動に対する支援

も必要だと思う。

・地域の集まりの場が1か所だと近

い・遠いの問題もあるので、地域内

でいくつもつどいの場の確保。 市域

市域
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区
N

o
地域ケア会議から見えてきた課題 区運協委員からの主な意見

取り組む

べき単位

課題解決に向けて取り組むべき方向性（内容）

（※市域課題の場合は、「必要と判断した理由」を記載）

包括圏域

【早い段階で医療や相談につながるよう地域住民に働きかける】

・地域住民に認知症に関する勉強会（サポーター養成講座や出張講座等）

を開催。また防災の視点も備え平時から協力者へ気づきを増やしてもらう。

・あんしんサポート・成年後見制度の利用につなげる。

・本人の気持ちにも寄り添いつつ不衛生な環境から脱却できるよう継続的な働

きかけ。

・家族介護者の集いとリフレッシュ事業の実施。

・認知症初期集中支援事業との連携。

区域

【地域の認知症対応力向上を目指した取り組みを推進し、早い段階での医療

や関係機関との協力を図る】

・地域ケア会議でのケース検討、地域課題検討。

・圏域包括はじめ個別の課題に応じた関係機関との連携。

・精神保健福祉連携部会参加による精神保健分野とのネットワーク構築。

・在宅医療・介護連携推進会議を通じた多職種連携の推進。

・成年後見制度市長申立てのスピード化及びその間の支援体制を関係機関と

検討する。

・災害時に備え、認知症の方の支援方法や体制づくりの協働。

【地域住民へ認知症に関する啓発を進め、早期発見や地域での見守り体制の

推進を図る】

・高齢者をはじめ広く地域住民に対し、認知症や支援について、認知症サポー

ター養成講座や出前講座を通じて周知啓発する・『ほっと！ネット西成』の活

動。

・認知症サポーター、オレンジサポーターのさらなる養成。

・ちーむオレンジサポーターの増加。

・オレンジパートナー企業の登録促進。

・認知症ケアパスを活用した早期発見の取組み。

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

・道迷いによる警察保護。

・認知症に対する正しい知識の普及啓発。

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

・認知症高齢者が他都市で保護された場合、身元を引き受ける家族等がいな

い場合の移送について、各関係機関の役割分担の明確化や費用負担等の必

要な帰宅支援策の整備、他都市や警察の調整が必要。

・認知症の人の言動が周囲から発見される場合、症状が進行した段階の場合

も多く、本人にとっても不利益につながる。この状況に対して、認知症の更なる

普及啓発が求められるが、ボランタリーな活動に支えられている認知症サポー

ター養成講座実施への活動費支給について検討が必要。

包括圏域

・多職種連携によるチームの構築と世帯マネジメント体制の構築。

・地域住民、地域のキーパーソンを巻き込んだ支援ネットワークづくり。

・多様なニーズ、事例に対応できる職員の資質向上。

・害虫について、ケアマネジャーをはじめとする支援者と、駆除薬剤や業者に関す

る情報を共有。

区域

・総合的な相談支援体制の充実事業（つながる場）の周知、充実化。

・多職種研修、高齢分野以外の関係機関同士、包括の懸け橋になる。

・害虫等、不適切な住環境について、相談窓口（区生活環境担当）と情報

共有、連携する。

市域で取り組むべきと捉えた課題　　　※（A)より該当部分を抜粋

害虫（トコジラミ）の発生。

市域で取り組むべき課題とした理由と方向性（内容）

判断能力の低下した高齢者には対処が難しいうえ、業者委託にかかる費用の

捻出がハードルとなり解決が困難となる。必要なサービスや支援が利用できない

ままQOLの低下、支援者も被害のリスクを負う。

・トコジラミ被害情報の収集、集約、予防や対処にかかる情報発信。

・トコジラミ駆除にかかる費用の助成、相談窓口（区生活環境担当）の幅広

い周知。

西

成

区

西

成

区

2

【認知症高齢者への支援】

（当事者支援）

・受診や支援の拒否。

・金銭管理や意思決定、権利擁護の

支援。

・不衛生な環境。

・身体疾患との併発や精神疾患との鑑

別が必要な困難事例。

・災害時の支援。

・道迷いによる警察保護。

（地域啓発）

・認知症に関する正しい知識の普及啓

発。

・認知症予防・疾患への周囲からの偏

見や無理解、近隣からの苦情。

・相談窓口の周知。

・地域での見守り体制の充実。

・認知症高齢者への支援は複雑

な支援が多く、今後も関係機関の

見守りや連携が大切である。

・認知症高齢者は増加しており、

強化型地域包括支援センター職

員の増員についても検討が必要。

3

【複合する課題を抱えた世帯への支援】

・障がいのある子を持つ親が高齢にな

り、家族を含む世帯全体の支援が必

要。

・医療、介護、福祉関連制度だけでは

解決が難しい。事例に適した支援方

法、相談機関が見つからない。

・虐待。

・不衛生な住環境。

➡害虫（トコジラミ）の発生。

・子のことも含めて、課題を抱えた

世帯が多く、多職種でチームとして

関わっていくことが重要。

・支援者同士が顔の見える関係作

りを行うとともに、本人に対しても声

かけや頻繁に顔を合わせ、関係性

を作っていくことが大切である。

市域

市域
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